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●IT革命本番への経済的条件が整う
いよいよ、日本でもIT革命が本番を迎える経済的
条件が整ってきた。その革命を前向きに利用し、日
本企業がこれまでやってきた経営の原理の部分(それ
を、人本主義、と私は呼んでいる)のデジタル革命を
付け加えれば、日本企業の再浮上は十分可能である。
確かに、IT革命では日本はアメリカに遅れをとっ
た。その遅れは、日本語という、コンピュータ処理
の面で英語よりはるかに難しく、｢重い｣言語を使っ
ている日本にとって、ある意味でどうしようもない
遅れだった。日本企業が進取の気性に乏しいのでも
なく、日本の技術水準そのものが遅れていたことが
本質的な原因ではなかった。日本語を快適に操れる
パソコンやデジタル機器の価格が、英語用の機器よ
りもはるかに割高になってしまうのが、もっとも本
質的な原因だった。
しかし、半導体コストの大幅な下落とデジタル技
術の進歩のおかげで、同一使用快適度での日本語用
と英語用のハードの価格差は、もはやほとんどなく
なったと言ってよい段階にまできた。一昨年あたり
からのことである。それが、冒頭で私が述べた経済
的条件の整備である。
●米国はデジタル化で一気に日本を凌駕した
戦後の日本は、カメのようにゆっくりと技術と熟
練を蓄積し、産業の競争力をつけてきた。その歩み
は、私が人本主義と名付けた、ヒトのネットワーク
を安定的に作り上げ、その中で熟練の蓄積と組織の
内外のコミュニケーションの良さに深く配慮するよ
うな経営のあり方に支えられてきた。
その人本主義の日本を、アメリカがウサギのよう
に後ろから飛び跳ねて追い越していった。80年代の

前半まで、日本はカメのような倦まずたゆまずの努
力の集積で熟練を蓄積し、組織的コミュニケーショ
ンの効率を良くし、眠っていたアメリカというウサ
ギを追い越した。しかし、ITを背中に背負ったウサ
ギのアメリカが、ピョンとカメの日本を追い越した。
日本がヒトの熟練で高い精度の作業を行うのを、

アメリカはデジタル技術で機械にやらせようとした。
日本が組織の中の人的に濃密なコミュニケーション
で組織効率を保とうとしたのを、アメリカはIT革命
で一気にデジタル化した。
しかし、その次はどうなるだろうか。
●デジタル技術とデジタル熟練の融合の時代へ
IT革命とデジタル技術の革新のテンポが落ち着い
てくると、デジタル化した技術を新しい単位とした
熟練の時代になる可能性が高い。さらに、デジタル
技術を一つの単位として、多様なデジタル技術とデ
ジタル熟練の融合が課題になる時代がくるだろう。
組織内のコミュニケーションにしても、IT革命を基
礎技術としたデジタル･ネットワークを使った上で、
さらに人的な接触、フェイス･ツー･フェイスのコ
ミュニケーションが重要になる時代がくるだろう。
そういう時代がくると、再び｢日本有利｣になる可能
性が十分ある。
デジタル熟練とは、デジタル技術を使った機械や
デジタル技術で自動化の程度、情報化の程度が進ん
だ道具、システムを使いこなす熟練である。その熟
練形成に日本のシステムの優位性が生きるだろう。
さらに、そうしたデジタル技術によって人々や組織
が結ばれたデジタル･ネットワークを動かすヒトの
ネットワークで日本は優位になれる。デジタル･ネッ
トワークで日米が同等になれば、それを使った組織

の効率の差は、ヒトのネットワークの差しかないか
らである。組織内の濃密なコミュニケーションをも
つ日本の組織の優位性が再び生きてくる。比喩的に
言えば、日本企業のこれまでのコミュニケーション
の基本であった焼鳥屋的パターンの上にデジタルを
上乗せするのである。
つまり、デジタル技術をベースにした深い熟練を
もった人々が、デジタル技術の成果とインターネッ
トをふんだんに使って｢安定的なヒトのネットワー
ク｣を作っている、そうしたデジタル人本主義の時代
がくる。
●日本再浮上の鍵は技術と経営のデジタル人本主義
しかし、｢デジタル｣は技術のデジタルばかりでな
く、経営のデジタルという意味を含んだものになる
必要があるだろう。最近の日本には、甘えやしがら
みが多くの機能不全を生み出していると懸念される
からである。
経営の意味のデジタルとは、白黒がはっきりして、
かつ数字に厳しい経営のスタンス、そして個人の個
性くっきり、という意味である。すべてをイチとゼ
ロに区別することが技術のベースであるデジタル技
術の特徴からのアナロジーで、デジタルという言葉
を使っている。そうした経営のデジタルの三つの
キーワードは、経済合理性、管理会計、そして個人
の個性ということになるであろう。
しかし、経営としての厳しさをもち、そして技術
としての道具立てやプロセスはデジタルでも、血の
通った人間がつながりあっていること。あくまでも
基礎は人本主義である。
技術と経営の二つの意味での｢デジタル｣人本主義
が、日本企業を再浮上させる鍵となるだろう。

日本再浮上を目指して：デジタル人本主義の道
一橋大学大学院商学研究科教授 伊丹敬之氏
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ル･システム｣稼働開始 (10面)

＊エース損害保険－ダイレクト･マーケ
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①Eビジネス迅速立ち上げの戦略基盤－WebLogic Server & LUCINA
②デジタル･エンジニアリングの最新動向とCADCEUS特集
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インターネットの世界は、今新しいステージを迎
えようとしている。それは、“ブロードバンドとユ
ビキタス(いつでも･どこでも)”によってもたらさ
れる新しい利用シーンの創造という形で現れる。
これまでのインターネット利用は、PCを中心と
し、狭い帯域、時間課金、場所固定のインフラのも
とで運用されてきた。このため、インターネットの
利用シーンも限られていた。
これからは、広帯域、非時間課金、場所非固定の
インフラのもとで、CATV、電話網、衛星、無線
(WLL)、xDSL、地上波デジタルなど多様な通信イ
ンフラの下でのインターネット利用が可能になる。
同時に、端末の複合化も進む。PCだけでなく、

ゲーム端末、デジタルテレビ、携帯電話、音楽プレ
イヤー、コンビニ(マルチメディア･キオスク)など、
Non-PCの普及によって、いつでも･どこでも･だれ
もが、ネットワークにつながった情報端末を利用で
きる高度な情報ネットワーク環境(ユビキタス)が形
成される。すでに、ドリームキャスト(ネット接続
数約80万)、iモード(加入者数約2,000万人)、
TV(BML･XML対応のデジタルテレビ)などを見ても
明らかである。 (図1)

こうした環境によって、インターネットの利用
シーンは多様化し、新たな利用シーンが創造される
時代になる。したがって、これからのECモデルは、
こうした新しい潮流を想定して構築することが必要
になる。

Eビジネス･モデルは、①認知･集客(1人当たりの
獲得コストの低減化)、②販売(商品の販売費の削減、
不良在庫の効果的削減)、③囲い込み(利用者の獲得、
共感度の向上)、④商品開発(顧客ニーズの収集と仮
説･検証)、⑤価値提供(価値を対価に変換)などを目
標においてスタートしてきた。
特に、商品開発と販売との直結によって、従来の
Eビジネスの可能性が非常に広がってきた。
顧客主導の考え方から、Eビジネス･モデルには
次の4つのパターンがある。
①小売店の新チャネル･パターン

小売店がECとリアルのビジネスを同時にスター
トさせているケースで、今3万店ある店舗のうちの
大多数がこのパターンである。小規模の小売店とし
てチャネル拡大に大きなメリットがある。
②卸売り新チャネル･パターン

卸売業が危機意識を感じて、直接ECに取り組む
ケースである。書籍の分野などでは大手が力を入れ
ている。
③メーカー直販パターン

メーカーが独自にEC展開を図るケース。これは
シンプルだが今後の可能性が高い。Eビジネスの発
展にはこれに近いモデルが伸びていく。
このパターンでの成功モデルの特徴は、中抜きに
よる高い価格競争力、サプライチェーンの最適化に
よる需要予測の実現、無在庫システムなどによる価

格競争力、さらに、顧客を直接掴んでいるため、セ
グメントや特定法人顧客への専用ページを用意する
きめ細かいサービスなどである。店舗とブランドの
コミュニケーションをネットワークで図っているこ
とが成功要因となっている。
④仲介混合パターン

これはニューミドルマンといわれる仲介系のサイ
トで、オークション･サイトやマーケットプレイス
などが典型例である。これは、Eビジネス特有の分
野で米国でも勢いがある。

従来型ECの基本的な概念は、①情報検索･ニーズ
の顕在化→②セールス･販売活動→③購入という流
れであった。これからは、これに加えて、商品開発
者がコミュニティを創造したり、あるいは購入した
人たちのコミュニティを通じて出てきた、新しい
ニーズに対応した商品開発、カスタム製造された新
たなブランドの市場投入などが必要である。
つまり、①情報検索･ニーズの顕在化→②セール
ス･販売活動→③購入→④コミュニティの創造と交
流→⑤商品開発･カスタム製造のサイクルを迅速化･
最適化し、企業価値を高めていくことがEビジネス
の成功要因になる。
ここでは、ユーザのニーズをいかに商品やサービ
スに反映させるかがポイントになる。 (図2)

そのための有効な手段
が、企業が持つ｢バリュー｣
を最大化するためにコミュ
ニケーションの流れを再構
築･最適化するコミュニ
ケーション･バリュー
チェーンの構築である。
今までのサプライチェー
ンやバリューチェーンは例
えば部品在庫や売れ筋デー
タなど限られた内容のデー
タのやりとりであった。し
かし、インターネットの世
界では、もっと付加価値の
高いコミュニケーション情
報が企業間、さらにその先
の顧客間で流れている。そ
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図2 コミュニケーション･バリューチェーンの概要

れを最大化することがEビジネスをトータ
ルで勝利を導くことになる。
例えば、Eマーケット･プレイスとEC

モールをつなぐことにより、ECモールに
ユーザのニーズが入り、そのデータがE
マーケット･プレイスをさらに活性化させ
ることになる。
顧客価値を最大化させるための手法に

は、One to Oneマーケティングやパーミッ
ション･マーケティングなどがあるが、こ
れらの手法とコミュニケーション･バ
リューチェーンの仕組みとを連携させる必
要がある。
また、認知から興味へ、興味から購買へ、

そして購買からファンへ、顧客から個客へ、個客か
らコミュニティへと、顧客情報を連鎖的に活用して
いくことが必要になる。
さらに、サプライチェーン･マネジメントも、コ
ミュニケーション部分を重視し、ニーズを開発へ
フィードバックして、コミュニティがプロダクトを
創造するとか、コラボレーティブ･マニュファク
チャリングといった形での共同開発が必要である。
コミュニケーション･バリューチェーンを実践す
るためには、企業と企業がWin-Winの関係であるこ
とが前提であり、Win-Winループのスピードが競争
力を高めていく。

企業にとって、コミュニケーション･バリューチェー
ンの時代に必要なことは以下の点に集約される。
①企業が目の前にいる顧客と対話できるか
②1人の顧客の先にはすべての顧客がいる
③ライフタイム･バリューが重要な経営指標となる
④創り手と売り手と買い手は、限りなくシームレス
である
⑤シェアよりも共感を優先する
こうした企業意識がECの世界ではキーワードに
なろう。
http://www.flj.co.jp/
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顧客主導で進むEビジネスの新潮流
株式会社フロントライン･ドット･ジェーピー
代表取締役CEO／コンサルタント 藤元健太郎氏
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Eビジネスの進展に伴い、インターネットとJavaを
用いたアプリケーションが急速に普及しつつある。
従来のシステムは、ユーザ数、トランザクション
量の予測がつくシステムが大半であった。しかし、
Webの世界では、その予測は極めて困難である。ビ
ジネス･モデルがヒットすれば、膨大なトランザク
ションが発生し、サービス停止に追い込まれる危険
性をはらんでいる。
また、さまざまなソフトを集めてきて機能を作り
上げるという方法では、トランザクションの増大な
どに伴って、さらに大きな処理能力のあるマシンで
ないと動かせない状況が起こると、作り直しが必要
になりかねない。
そこで、プラットフォームの依存がないJava環境
に、統合したアプリケーション実行環境を提供する
アプリケーション･サーバが、脚光を浴びている。
｢WebLogic Server｣は、こうした機能を提供する最
も実績のあるWebアプリケーション･サーバである。

WebLogic Serverは、J2EE規格に準拠し高い拡張
性を確保しており、Webアプリケーション構築に必
要なすべての機能を保有している。 (図1)

＜WebLogic Serverの主な特徴＞

＊最も進んだJ2EE対応環境

J2EE ver1.2に完全準拠したJ2EE実行環境を提
供する。ver1.3のMessage Driven Beansの機能な
どもサポートし、最も進んだJ2EEの実行環境を
提供する。
＊高い可用性

クラスタリング機能を提供することで24時間
サービスも実現可能である。
＊高いパフォーマンス

性能はトップレベルにある。中でもServletや
EJBの性能は最高水準である。
＊幅広い拡張性

100％Javaで作られているため、Windows NT
からHP-UX、Solarisまで稼働し、高い拡張性を
備えている。
＊高いシェア

アプリケーション･サーバ市場で32％(99年)と
いう圧倒的なシェアを持ち、世界でナンバーワ
ンの実績を持っている。

＊品質／保守性の向上

コンポーネント(EJB)として構築されたアプリ
ケーションは、新たなシステムを構築するときに再
利用可能である。再利用したEJBは、これまで実際
に稼働してきたものであり、これを使って新たなシ

ステムを構築すれば最初から組み上げたアプリケー
ションよりアプリケーションの障害の数を減少させ
ることができる。
＊開発の容易性

開発者は提供される機能を有効利用することで、
業務ロジックの作成に集中できる。
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サーバ�

既存�
システム�

WebLogicの技術要素と関連モジュール�

図1 WebLogic Serverの機能概要

｢汎用性や移植性、将来性を重視して業務システ
ムをJavaやEJBベースで構築したい｣―そう考える企
業は加速度的に増えつつある。その一方で、｢Java
やEJBによる業務システムの開発にこれまでと同じ
開発技法は使えるか｣、もしくは｢JavaやEJBで構築
したシステムは安定性、パフォーマンスの面で実用
に耐え得るか｣といった疑問を抱くIT専門家も依然
として多い。こうした疑問に応えるのが、
WebLogic Serverと日本ユニシスが培ってきた開発
ノウハウを統合したコンポーネント(再利用可能なソ
フトウェア部品)指向の開発技法｢LUCINA｣である。
日本ユニシスでは、｢LUCINA for Java / WebLogic
Server｣と、WebLogic Serverで、インターネット／
イントラネットの業務システムの開発を最短の時間
と最小のコストで行うことを可能にしている。

WebLogic Serverのパワーを活かす
コンポーネント指向開発技法｢LUCINA｣(ルキナ)

Webアプリケーション運用のための
実行環境を提供する｢WebLogic Server｣

LUCINAは、コンポーネント指向のアーキテク
チャと｢プロセス｣、｢設計技術｣、｢ツール｣から構成
されている。 (図2)

(1)コンポーネント開発設計技術を提示

アプリケーション･アーキテクチャ･モデルの提示
と、その設計･構築･運用の方法を規定している。
(2)進化型開発モデルに基づく開発プロセスを規定

アプリケーション･アーキテクチャ･モデルを
前提に、開発するシステムが想定どおりに稼働
するか否かを、繰り返し検証していく開発方式
(進化型開発モデル)を実現する開発プロセスを
規定している。
また、各プロセスごとに、｢誰が｣、｢どのよ
うに作業を行い｣、｢どのような成果物を作成す
るか｣を明確に定義し、これにより、作業の確
実な実施と品質確保が実現できる。
(3)開発作業の各工程で使用するツールを提示

数多くの開発ツールの中から、開発に使うべ
きものを選定するには多大な時間が必要とな
る。LUCINAでは、提供するアプリケーショ
ン･アーキテクチャ･モデルに対応し、開発時に

LUCINA

プロセス�

設計技術� ツール�

開発プロセスを提供�

ツールを選定･提示�

■システム･アーキテクチャ設計技術�
■アプリケーション･�
　アーキテクチャ設計技術�

■要求管理ツール�
■分析設計モデリングツール�
■データベース設計ツール�
■構成管理ツール�
■自動生成ツール�
■テストツール�

■成果物(Output)=何を作り出すか�
■タスク(Task)=何をするか�
■役割(Role)=誰が実行するか�
■技法(Technique)�
　　=どのように実行するか�

コンポーネント開発設計技術を提供�

図2 LUCINAの機能概要

使用するツール類を事前に評価･選定し、開発作業
で実証テスト済みのものをプロダクト･セットとし
て提示する。これにより、開発開始時の作業の削減
を図ることができる。

＊検証済みの開発方法とシステム･アーキテクチャ
の活用による開発リスクの減少
＊コンポーネント･ベースの開発プロセスとチーム
編成の提示により、開発の並行性を向上
＊標準的な用語の使用で導入コストを低減
＊段階的開発を前提とした開発プロセスにより既存
資産を活用できる
＊新技術関連部分をアーキテクチャやツール、技法

で包含するため、新技術の活用が容易
＊具体的開発プロセスとツール利用技術を提示する
ため、プロジェクト管理コストを低減

日本ユニシスでは、Java技術を用いてインター
ネット対応システムを構築するユーザをサポートす
る｢Internet/Java Center of Excellence(IJCOE)｣を設立
している。
IJCOEは、WebLogic ServerやLUCINAを使ってシ
ステム構築するお客様に対して、技術コンサルティ
ングから製品に関連するプロダクト･サポート、実
際のシステム構築に至るまで一貫したサービスを提
供している。

ユニシス・ニュース
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WebLogic Serverの機能概要

品質／保守性の向上、開発容易性などを実現

LUCINAの特徴
LUCINAによる効果

WebLogic＆LUCINAユーザへのサポート体制

Webアプリケーション･サーバ ｢WebLogic Server｣
コンポーネント指向開発技法 ｢LUCINA ｣

[注]
＊1 NSAPI：Netscape Server Application Programming Interface
＊2 ISAPI：Internet Server Application Programming Interface
＊3 RMI：Remote Method Invocation
＊4 Servlet：(Java) Servlet
＊5 JSP：JavaServer Pages
＊6 HTML：HyperText Markup Language
＊7 SSL：Secure Socket(s) Layer
＊8 ACL：Access Control List
＊9 JDBC：Java Database Connectivity
＊10 LDAP：Light-weight Directory Access Protocol
＊11 JTS：Java Transaction Service
＊12 EJB：Enterprise Java Beans
＊13 COM：Component Object Model
＊14 JMS：Java Message Service
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Eエコノミーの本格化を背景にネット証券の数は
60社に迫る勢いである。99年10月1日の売買手数料
の完全自由化を契機に、｢勝ち組｣を目指した競争が
激化している。
そうした中で、約12万口座を擁するイー･トレー
ド／イー･トレード証券では、米国のオンライン･ト
レード最大手のE＊TRADE社、ソフトバンク･ファ
イナンス･グループのノウハウ、さらに同社独自の
差別化戦略によって、トップグループにつけ、着実
に業績を上げている。同社の特徴は、多彩な商品ラ
インナップ、高品質な投資情報の提供、コールセン
ターやｉモードなど取引チャネルの拡充などに加
え、システムの使い勝手の良さ、手厚い顧客サポー
トなどにある。
システム開発部長木村紀義氏は、業績伸張の理
由について、次のように語っている。
｢当社は、ネットでの総合証券を目指している。

これまで、株式だけでなく、新規公開株、未公開株
ファンド、投資信託、信用取引など多彩な商品の
ネット販売に力を注ぐことで、収益を確保できる体
制を築き上げた。またネットだけでなく、コールセ
ンター(約150人体制)による取引も進めている。次
の段階では、手数料の引き下げを段階的に進めると
ともに、少額投資から始められる商品(カバード･ワ
ラント)の開発、ニューヨーク証券取引所／ナス
ダック市場の株式販売、米国E＊TRADE社の300万
口座以上の顧客に対する日本株の販売を計画してお
り、これによって事業基盤はさらに充実する｣。

ネット証券取引では、顧客はPC、あるいはｉ
モード携帯電話からインターネットを経由して株式
や投資信託の売買注文／取り消し、注文状況照会な
どの取引を行う。同社ではこの他コールセンター経
由で顧客情報登録、口座開設、注文状況更新、注文
状況照会などが行える。

こうしたネット証券取引は社会･経済的な事象、
ユーザ数や、取扱商品の増加などによって、爆発的
にアクセス数が伸び、急激な負荷をシステムに与え
ることがある。こうしたインパクトに対しても一定
レベルのサービスの維持は至上課題である。すなわ
ち、情報システムは、アクセス数の急増に対応でき
る弾力的な拡張性、タイトな状況での応答性などを
確保し、一定レベルのサービスを提供し続けられる
可用性、耐障害性を確保しなければならない。

ホームページ画面

こうしたシステム要件に対して、同社がとった対
応がシステムの三階層構造の採用である。システム
は、プレゼンテーション層(Webサーバ)、アプリ
ケーション層(APサーバ)、データベース層(DBサー
バ)の三層構造とし、各機能ごとにサーバの機能と
容量の拡張を行える柔軟な構成を採っている。すな
わち、Webサーバはコンテンツ表示機能のみに特化
させた。APサーバは、ビジネス･ロジックを司る
サーバとして、顧客確認、注文系サービス、各種照
会サービス、時価情報取得などを処理する。また、
顧客口座の管理や株式の売買注文を執行するバック
オフィス･システムとの接続や株式の時価情報、市
況情報をリアルタイムに提供するTIBCO社(ロイ
ターの子会社)の情報配信システムとも接続する。

DBサーバは、顧
客情報や銘柄情
報を格納し集中
管理している。
木村氏は、｢当
社のシステムは、
Webサーバ4台、
APサーバ2台、
DBサーバ1台と
極めて小規模構
成で、1日当たり
3万～4万件のト
ランザクション
を処理している。
このシステム構
成で50万件まで
は耐えられると
みている｣と語っ
ている。

取引所�
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アプリケー�
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通信機能接続�
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負荷分散装置Server lron

BEA WebLogic Server BEA WebLogic Server
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BEA Tuxedo BEA Tuxedo

BEA Tuxedo
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BEA Tuxedo
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�
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�

メール送信�
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Oracle8 Oracle8

ゲートウェイ･サーバ�

株価サーバ�

ロイター･�
ジャパン�

コールセンター�

パックオフィス�

オンライン･トレーディング･システム構成図

iモードを中心とした、モバイル端末向けのシス
テム構築において、この三階層システムの中核とな
るものがTuxedo-WebLogic Server-Oracleの組み合わ
せである。APサーバにTuxedoを、Webサーバに
WebLogic Serverを実装し、大量のアクセスに耐え
得る処理能力の実現、安全性確保のためのセキュリ
ティ、バックオフィス･システムとの連携機能など
を実現している。また、Webサーバの負荷分散装置
とトランザクション処理モニタTuxedoとを組み合
わせ、複数台のサーバにトランザクションを振り分
けてパフォーマンスを確保し、大量の注文処理を高
速に実行できる。
Webサーバとバックオフィス･サーバOpenTP1と
の連携には、Tuxedo-OpenTPI Gatewayで対応してい
るが、同社では、このGateway開発における高品質、
短納期などの実績を評価し、日本ユニシスを日本で
の今回のオンライン･トレード･システム立ち上げの
開発パートナーに選定した。

ネット証券取引は、Webを介しての24時間365日、
いつでも、どこからでもオンライン･トレードが行
えるが、そのためのアプリケーションの開発･実行
環境を提供するのがWebアプリケーション･サーバ
WebLogic Serverである。WebLogic ServerはWebア
プリケーション･サーバの分野で高い実績をもち、
データベース接続、トランザクション処理、分散シ
ステム連携、資源管理、セッション管理、セキュリ
ティ管理などを確実に実行して優れた効率性を発揮
する。これによってコード量の削減、品質確保、開
発期間の短縮、保守性の向上、拡張の容易性などの
利点を享受できる。また、重要課題であるセキュリ
ティ面では、同社はブラウザとサーバ間通信に128
ビットSSLを使用し、業界最高レベルのセキュリ
ティを確保している。
木村氏は、｢WebLogic Serverは、安定稼働、パ
フォーマンスと拡張性など高い実績を持ち、
Tuxedoとの親和性も高い。実績のあるWebLogic
Serverの採用で、システムの高い安定感を確保し、
リソ―ス的にも少なくてすむ。WebLogic Serverは、
次世代のシステム構築時にも有力な選択肢と考えて
いる｣と語っている。
ネット証券各社の競合は第2ステージに入ったと
言われる。情報システム基盤の優位性を活かし、同
社の快進撃は今後も続くものと思われる。
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特集1.Eビジネス迅速立ち上げの戦略基盤
WebLogic Server & LUCINA

イー･トレード／イー･トレード証券
システム優位性がネットトレードの快進撃を支える

WebLogic Serverなど最新ITで取引量急増にも余裕の対応

目指すはネット上の総合証券

取引量急拡大に対応できるシステムを

三階層アーキテクチャで高パフォーマンスを実現
WebLogic Serverがシステム短期構築に貢献

TuxedoとWebLogic Serverの連携で
拡張性･安定性を実現

■イー･トレード株式会社
http://www.etrade.ne.jp/

◆所在地＝東京都千代田区神田神保町3-12-3
◆代表者＝井土太良社長
◆営業収益＝45億2,200万円(2000年3月連結)
◆従業員数＝154人(同上)

■イー･トレード証券株式会社
http://www.etrade.ne.jp/

◆所在地＝東京都千代田区神田神保町3-12-3
◆代表者＝井土太良社長
◆資本金＝100億100万円(2000年11月)
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トアーシステムは、ソフトウェアの開発･販売な
どシステム･インテグレーションを主力事業にして
いる。その基幹商品が販売･在庫･仕入･財務会計ま
でをカバーするERPパッケージ｢SISnet｣で、これま
で150社への導入実績を誇っている。このほど同社
では｢SISnet｣のWeb対応版｢SISnet i｣の提供を開始す
るなど、Webシステムの開発を相次いで進め、Eビ
ジネス時代への積極的な対応を図って新たなビジネ
ス･チャンスを拡大している。
その背景には、インターネットの利用が拡大し、
受･発注、在庫照会などの基幹業務をWeb化したい
という企業ニーズが高まっていることが挙げられる。
同社のWeb化対応戦略の推進にあたって強力な支
援を果たしているのが日本ユニシスの提供するWeb
アプリケーション･サーバ｢WebLogic Server｣とその
パワーを120％引き出す開発技法｢LUCINA｣である。

同社での最初のWeb対応システムの構築は、昨年
9月に事務用再生家具販売の大手であるIBS飯田橋商
事株式会社(東京･新宿区 社長＝稲葉 重雄氏
http://www.iidabashi.co.jp/)向けの在庫管理システム
へのSISnet iの適用で始まった。
IBS飯田橋商事は、関東に5カ所、東北に6カ所の
販売店を持ち、トアーシステムの提供する｢SISnet
在庫管理システム｣を運用し、約10万点にのぼる商
品の在庫状況、出荷状況をリアルタイムに把握して
きたが、ドットコム･ビジネスへの進出を踏まえ、
ｉモード対応による営業支援、インターネットの活
用による通信コストの削減などを目指して、Web対
応の｢SISnet iWeb在庫管理｣システムを導入した。
次いで、経営コンサルタント業の株式会社日本コ
ンサルタントグループ(東京･新宿区 社長＝清水 正
行氏)へ納品し、販促メール配信代行システムを構
築している。Eメール自動配信サービスは、セール
や新商品情報をパソコンで簡単に入力できるシステ
ムを提供し、顧客への自動配信を代行する。同社で
は今後3年で約120社の企業ユーザを開拓するとして
いる。
また、日本コンサルタントグループのHP｢ふー

ぷ｣(http://www.hoop.ne.jp/)で、ファッションに関
心が高い消費者に約2,000店の店舗情報やファッ
ション･トレンド情報を提供し、3年以内に40～50万
人の消費者を会員化することを目指している。
これらのソリューション開発には｢WebLogic

Server & LUCINAが大きな威力を発揮した｣と同社で
は高く評価している。

アプリケーション･サーバにWebLogic Serverを採
用した経緯について、トアーシステム社長坪内光
夫氏は次のように語っている。
｢Eビジネスで今必要とされているのは、フロン

ト系だけでなく、基幹業務を司るバックオフィス系
とを統合したシステムである。今、各企業はEビジ
ネス時代の到来を迎え、競って、早く･簡単に･低コ
ストでインターネットを活用した本格的なビジネス
を立ち上げようとしている。しかもそれは単なる
Webの利用ではなく、データベース連携をも実現し
たシステムが望まれている。
こうしたシステムを汎用性、
移植性、拡張性に優れたシス
テムとして、JavaやEJBを
ベースに構築したいという要
求は強い。この高機能のWeb
アプリケーションを迅速に開
発できるツールの一つが、Webアプリケーション･
サーバである。それを活用することで高品質、短納
期、開発･保守の容易性、拡張性をもったシステム
を開発できるからである。数あるWebアプリケー
ション･サーバの中から当社はWebLogic Serverを採
用した。WebLogic Serverは、米国および日本での
シェアがナンバーワンであり、ピュアJavaで作られ
J2EEなどJavaへの対応が他のアプリケーション･
サーバより先進的であること、また、高いパフォー
マンスと柔軟性に優っているからである｣。
実際にWebLogic Serverを適用したことによる効
果として、同社では次の点を指摘している。
① Java対応が他のアプリケーション･サーバより先
進的であり、Javaはプラットフォームがフリーで、
パッケージの販路を拡大しやすい。
②アプリケーションをEJB規格の部品として作るこ
とで再利用でき、開発の生産性を高めることがで
きた。
③ Webアプリケーションのパフォーマンスは、期
待通り大幅な向上を実現できた。
④ データベースとのプール設定によって、接続が
容易で、アクセスの増大にも対応できる。
⑤ｉモードにも対応できるのが魅力である。

同社では、LUCINAの活用と日本ユニシスのコン
サルティングに対する評価として、次の点を挙げて
いる。
＊Webアプリケーションの設計方法、作成方法のド

キュメント、教育の面で、検証済みの方法
論であるため安心して各開発フェーズに取
り組むことができた。
＊Javaの標準コーディング規約に準拠するこ
とで、プログラム作成を標準化できた。
＊実現したい機能について適切なコンサル
テーションが得られ、試行錯誤することな
く開発に取り組めた。
＊Javaプログラムのコードレビューへの対応
がなされているため、手戻りのない開発を
行えた。
＊開発に当たって陥りやすい問題点も事前の
懇切な支援によって回避でき、ユーザへの
導入後も問題なく運用されている。
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SISnet i 構成図

開発部長 河野 茂美氏は、LUCINA活用の印象を
次のように語っている。
｢Web上でのオペレーショ
ンのためのユーザ･インタ
フェース、ビジネス･ロジッ
ク、データベース･アクセス
の三階層の処理を明確にし、
JSP、Servlet、メソッドの設
計をどのようにするか、エラー処理をどう扱うかが
設計段階の最初の難関であった。この三階層のシー
ケンス図ができた後、役割分担を決め、複数人での
プログラミング作業に入ったが、1モジュールのテ
スト完了までに予定以上の時間がかかった。しかし、
1モジュール完成後は、一気呵成にすべてのモ
ジュールができあがり感激した。このためユーザへ
の納期も厳守できた。LUCINAの採用で、開発生産
性は通常より3倍は向上できたと思う。今回の開発
で、LUCINAをすべて習得したとはいわないが、今
後もその設計思想に沿った開発を進めたい｣。

営業部次長根本美和子氏
は、｢WebLogic Serverに連動
した開発技法LUCINAの活用
と日本ユニシスのコンサル
ティングによって、前述の
IBS飯田橋商事向けWeb在庫
管理システムは、わずか3カ

月で開発を完了しただけでなく、高品質なシステム
を開発できた。顧客への納入後も順調に稼働してい
る。SISnet iの受注系、発注･仕入系のWeb版も販売
を開始した。最終的には、売上、売掛･買掛まで、
すべてJavaソリューションに移行させるべく準備を
進めている。今後は、B to B、B to Cのソリュー
ションを軸に、戦略的統合基幹業務システムの提供
を事業展開の核に据えていく｣と語っている。

ユニシス・ニュース

2001年2月1日第478号

UN

業務系システムのWeb化にチャンスを見いだす

Webソリューションが相次ぎ稼働

WebLogic Server & LUCINAで
早期･確実にEビジネス環境を実現

■トアーシステム株式会社
http://www.toa-sys.co.jp/

◆システム･インテグレーション事業、オフィス･リノ
ベーション事業を軸にして、高度情報化社会に対応
する知的生産性の高い経営環境のプレゼンテーショ
ンを理念としている。日本ユニシスの販売代理店組
織の“悠々会”のメンバーであり、WebLogic Server
の間接販売先である。

◆所在地＝東京都渋谷区神宮前6-5-6
◆代表者＝坪内光夫社長
◆従業員数＝20人

トアーシステム
WebLogic Server & LUCINAで

Eビジネス時代への戦略的対応を実現
積極的なWeb対応がビジネス･チャンスを拡げる

坪内光夫氏

河野茂美氏

根本美和子氏

開発技法LUCINAの活用で
3倍の開発生産性を実現
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生産拠点の相次ぐ海外移転、熟練技術者の減少、

アジア諸国の猛追などに直面し、日本の製造業は厳

しい環境にある。製造業が21世紀に勝ち残る条件は、

顧客ニーズを的確に先取りし、製品をすばやく市場

に投入することがポイントであることは論を俟たな

いが、その実現の手段として、デジタル･エンジニ

アリングが着目されている。自動車メーカーをはじ

め大手製造業は、デジタルデータをもとに開発プロ

セスを統合するデジタル･エンジニアリングの実現

によって製品開発期間の大幅短縮、品質向上を図る

べく注力している。

我が国におけるCAD分野研究の第一人者である東

京大学木村文彦教授も｢日本の製造業がこれまで強

みとしてきた開発･生産プロセスのノウハウをデジ

タル･データで統合し、それを世界に発信すること

が世界競争に勝ち残る鍵になる｣とデジタル･エンジ

ニアリングの重要性を説いている。

このデジタル・エンジニアリングをテーマに｢第4
回 CAx(Computer Aided-x) Workshop｣が、昨秋、日
本ユニシス 伊豆エクゼクテブセンターを会場に開
催された。このワークショップには、自動車関連か
らは日･欧自動車メーカーの技術部門責任者、学界
からは東京大学をはじめドイツ、フランス、イタリ
ア、スウェーデンの各大学、さらにCAD/CAMベン
ダからはUGS、PTC、日本ユニシスが参画するなど、
この分野の第一線で活躍中の科学技術者25名が参集
した。テーマは、『How to fill the Gap between
Virtual/Digital engineering and Real life engineering』
であった。このワークショップは、東京大学 木村
文彦教授をWorkshop Chairman、筆者をWorkshop
Organizerとして実施された。このワークショップ
の大きな狙いは、｢バーチャル／デジタル･エンジニ
アリングの信頼性を高めるために、これらと現実の
エンジニアリングの差や必要な相関を把握し、今後
のキーテクノロジーの方向性を特定すること｣で
あった。
この狙いに沿った意味のある議論を推進するため
に自動車関連エンドユーザ、研究者、CAD/CAMベ
ンダ三極の科学技術者を本ワークショップに招いた。

CAx Workshopは、ドイツKaiserslautern大学教授
C. W. Dankwort氏が創設した。その目的は、企業の
技術者や学界の研究者が、技術的かつ中立的な立場
から、設計製造現場におけるCAx技術適用の現状の
課題と将来の方向性について意見交換することで
あった。同教授は元々BMW出身であり、VDA-FSを
まとめ上げた中心人物であり、ドイツ自動車業界を
束ねたいくつかの研究会をリードしてきた実績が、
このような会議の開催を可能にした。
当初このワークショップは、ドイツ国内会議で

あったが、1999年の第3回CAx Workshopに、トヨタ
自動車、日産自動車および日本ユニシスのエンジニ

ア(筆者ほか)が招かれ、CAxによる業務改善事例や
CADCEUSを発表したことを契機に国際的な広がり
が始まった。
第4回ワークショップの企画に当たって、提唱者
のDankwort教授から、筆者に日本での開催の可能
性について打診があり、筆者が木村教授と協議の上
開催に漕ぎつけたのものである。開催に当たって、
国際会議にふさわしい出席者の構成のみならず、日
本での開催の特徴を出すために、プレス型設計／生
産など、日本が最先端と評価されている技術分野も
含めた相互研鑚の場にすることに意を払った。

このワークショップは11月13日～15日の3日間に
わたりエンドユーザ、研究者、CAD/CAMベンダが
交互に発表し議論する形式で進められた。中間に日
本と欧米製造業の特質に関するフリーディスカッ
ションがはさまれ、最後に今後の課題をまとめるた
め、全員作業で本会議が終了し、その後日産自動車
工場見学で全3日の日程を終了した。このワーク
ショップのプロシーディングスは2001年9月に発刊
予定なので、詳細はそこで明らかにされるが、幾つ
かの特記事項を拾い上げると以下のとおりである。
日本の製造業界からは、トヨタ自動車が｢トヨタ
におけるCAxとPDMシステムの活用状況｣を、日産
自動車は｢3次元CADデータ活用による自動車開発状
況｣を、共に事例を豊富に含めて発表した。金型設
計専門コンサルティング企業のコンピュティプス
は、｢自動車部品向けのプレス金型設計への一つの
アプローチ｣と題して日本のプレス型設計手順と特
徴、将来の方向性を発表し、海外からの出席者の興
味を引いた。
このワークショップのChairman木村教授は｢デジ
タル･エンジアリングの進むべき未来への道｣と題
し、デジタル･エンジニアリングにまつわる諸々の
課題を包括的に解説し、出席者に議論の指標を与え
た。ドイツのDaimlerChrysler R&D部門責任者から
｢最新IT導入･展開が技術者に与える心理的影響｣と
題した発表があり、企業活動に占める技術
(Technology)、プロセス(Process)、組織･文化
(Organization/Culture)の寄与度の現状と将来目指す
べき方向に関する問題提起がなされた。同氏による
とDaimlerChryslerの現状はTechnology：20%、
Process：30%、Organization/Culture：50%であり、
Organization/Cultureの問題に手を打ってその比率を
下げTechnologyの比率を上げることが死活問題との
こと。国内でこの種の議論が少ないだけに話題を呼
んだ。さらに、フランスのAix-Malseille2大学からは
｢設計整合性管理：機能vs.幾何実現｣と題した機能に
踏み込んだ製品形状表現の発表があり、イタリアの
Parma大学からは｢DMUベースの製品開発プロセス
の潜在的利点と課題｣が、スウェーデン王立研究所
からは｢デジタル工場とMDM(マニュファクチャリ
ング･データ･マネジメント)｣と題した発表が行わ
れ、その中でデータ再利用の著しいコスト高が指摘
されて議論を喚起した。
CAD/CAMベンダ側からは、UGSが｢デジタル製

品開発への移行：その現状｣、PTCが｢実世界の設計
要求をいかにバーチャル･エンジニアリングにリン
クするか？｣、日本ユニシスが｢大規模鋳造部品の流
れシミュレーション｣と題する発表をするとともに、
それぞれ最新成果のデモを実施した。
また、｢欧米の製造業と日本の製造業の特徴･違い
は何か｣に関する参加者全員の討議では、生産現場
技術者の意識･創意工夫、標準プロセス志向性、協
調性、専門性、人的リソースの配置の自由度、忠実
性など、さまざまな観点での議論があった。

これらの発表･議論を通じて、デジタル･エンジニ
アリングを展開する上で、克服すべき次のような課
題が指摘された。
＊プロダクト、プロセス、リソースの統合推進
＊データのオープン化ニーズと課題
＊既存ツールの統合による一層の有効活用
＊協調作業支援環境整備
＊製品ライフサイクル･エンジニアリング推進
＊知識の形式化を含めたDMU／仮想プロト推進
＊設計プロセス／行為のモデリング
＊要求精度に対応したモデリング環境整備
＊CAEの高度化、最適化推進
＊要求仕様の形式記述
＊機能と製品形状の整合性管理
＊シミュレーションに基づくワークフロー設計
＊組織･文化の問題へのチャレンジ

◇
デジタル･エンジニアリング推進はますます重要
性を高めている。ただし、その効果を十分に発揮す
るためには、狙いを明確にするだけでなく、その信
頼性の程度を把握し、改善することが不可欠な条件
である。今回最適化が一つの大きな話題になったが、
定型業務への適用を除き、いまだ課題は山積みして
いる。またデジタル･エンジニアリングが普及しつ
つあるとはいえ、基本的要求事項である設計意図の
表現さえままならないのが現状である。デジタル、
バーチャルという一種のBuzz Wordに振り回される
ことなく、設計･生産現場の改革のためにユーザ、
研究者、CAD/CAMベンダの有識者が一堂に会して
この問題にチャレンジしたこの国際会議は、現状の
正確な把握と今後推進すべき課題を明確に示したと
いえよう。
日本の製造業も従来の素材･技術輸入、製品輸出と
いう枠から脱皮し、このような国際協調の場での貢
献と高度な知識･技術を輸出する形態への変更により
さらなる飛躍を図るべき時期にきていると考える。

2001年2月1日第478号

UN

Computer Aided-x技術の国際会議｢第4回CAx Workshop｣
日本ユニシスの後援で開催

日米欧の研究者／技術者がデジタル･エンジニアリングの明日を考察
日本ユニシス株式会社

エンジニアリングシステム部主席技術主幹　大高晢彦

特集2.デジタル･エンジニアリングの最新動向とCADCEUS

グローバルにCAx技術の交流を目指す
｢CAx Workshop｣

本ワークショップの経緯

ワークショップの内容

今後の課題

ワークショップ風景
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21世紀の製造業を代表する自動車産業を例に、勝
ち残りの施策を見ると、①新車開発期間の短縮＝ス
ピードの追求、②Eビジネス時代への対応、③調達
コストの削減、④ジャスト･イン･タイムのさらなる
追求、⑤システム運用コストの削減、などを通じて
の競争力の強化である。
特に、時間短縮は最大のテーマである。例えば、
トヨタ自動車では、新車デザインが経営陣に承認さ
れてから量産が始まるまでの開発期間を9カ月にま
で短縮するという。その実現を支える大きな武器が
CAD/CAM技術であり、B to B取引による部品メー
カーとの協調である。
こうした産業界の動向に対し、ソリューション･
クリエータとして日本ユニシスが提唱するものが
｢CPC(企業間協調型商取引)｣のコンセプトであり、
一気通貫体制を築いて、お客様のスピード指向、E
ビジネス指向に対応する。こうした対応を次世代統
合CAD/CAMシステム｢CADCEUS｣に焦点を当てて
紹介する。

＊オークマとコンカレント･エンジニアリング･シス

テムを

工作機械メーカーのオークマ(株)とは、加工･組
立産業界における設計から製造までのリードタイム
短縮の実現に向けて、｢新コンカレント･エンジニア
リング･システム｣の共同開発を進めている。これは
｢CADCEUS｣とオークマのNC装置に内蔵したCAM
機能を融合させ、2軸／2.5軸の部品加工向け
CAD/CAMシステムを共同で開発しているもので、
ナレッジ･データベースを使い、3次元CADから面精
度や交差などの情報を取り込んで、加工方法や工程
の自動決定を目指している。
＊リアルファクトリーと試作専用CAD/CAMシステ

ム｢CADCEUS/PROTO｣を

(株)リアルファクトリーの試作向け3次元CAMソフト
｢Craft-MILL(クラフトミル)｣の機能を｢CADCEUS｣に
組み込んだ試作専用CAD / C AMシステム
｢CADCEUS/PROTO(キャドシアスプロト)｣を共同
開発した。これにより簡単に試作品が作成でき、設
計～試作までのリードタイム短縮が可能となる。
＊ランド･テクノロジーズ･ジャパンと3次元データ

自動修正ソフト｢CADfix｣の搭載を

ランド･テクノロジーズ･ジャパン(株)とも技術提
携を結び、同社の3次元データ自動修正ソフト
｢CADfix (キ ャドフィクス )｣の 専用機能を
｢CADCEUS｣に搭載し、提供開始した。CADfixの搭
載によって、異機種CAD間のデータ交換で発生す
る不具合の修正時間を50％～70％削減できるととも
に品質の向上およびリードタイムの短縮が図れる。
＊アルゴテクノス21とCAMソフトを

(株)アルゴテクノス21とは、｢CADCEUS｣のGUIを
ベースに、3次元金型ソリッドに対応したプレス金
型構造部加工用CAMソフトを共同開発した。
｢CADCEUS/PressDesign｣で設計した金型構造部

データから設計･製造情報を
CAMにダイレクトに取り込
み、NCデータを自動生成す
ることが可能となった。
＊アルゴテクノス、SIIと

CADデータ交換ソフトを

また、自動車業界への普及
が進んでいる3次元CADの
｢CADCEUS｣、｢CATIA｣、
｢Unigraphics｣間でのデータ互
換性を高めるため、(株)アル
ゴグラフィックス(CATIAの
販売先)、インスツルメンツ
(株)＝SII(Unigraphicsの販売
先)と提携し、3次元CADデータ交換の技術情報の共
有化を図る。
＊オンリーワンと靴底デザイン･モデル作成システ

ム｢Model Maker｣を

オンリーワン(株)とは、｢CADCEUS｣をベースに、
靴製造において最も重要なデザイン工程、靴底の試
作および型製作を支援する靴底デザイン･モデル作
成システム｢Model Maker｣を共同開発した。これは
CADの知識がなくてもPC上で容易にデザイン･モデ
ルを作成できる世界初の製靴業界向けのCADシス
テムで、今後は製造業全体への適用を目指している。

試作･金型業界では、取引先ごとのCADシステム
やダイレクト･トランスレータの導入を余儀なくさ
れ、設備投資が増大するという課題を抱えている。
こうした状況を踏まえ、日本ユニシスでは、試作･
金型業界における3次元CADデータの効率的な受け
渡しを実現するため、異機種CADデータ交換サー
ビスを｢CADCEUS ASP(アプリケーション･サービ
ス･プロバイダ)サービス｣として提供を開始した。
同サービスの利用により、受注の都度、取引先に
合わせた3次元CADやダイレクト･トランスレータを
導入することなく、インターネットを使用して、低
コストで、どこからでも、必要に応じてデータ交換
が実施できる。

＊CPSSが優位性維持のため部品の標準化を推進

ASEAN諸国をはじめとする世界のさまざまな地
域で、高品質な金型製作が可能になりつつある。日
本の金型産業界は、新たな国際競争力確保のための
対応策が求められている。トヨタ自動車、日産自動
車などの完成車や部品メーカー、金型メーカーなど
で構成するプレス金型ソリッド設計標準データ整備
コンソーシアム(CPSS)では、金型構造部に取り付
ける部品の標準化に取り組み始めた。
CPSSでは、これまで日本ユニシスの｢CADCEUS｣
を使って、金型メーカーがそれぞれ個別で行ってい
た金型構造部に取り付ける部品の3次元ソリッド･
データ化作業をCPSSが集約し、各社に配布するこ

とにより金型設計の効率化を図ってきた。そのデー
タ化に加え、｢CADCEUS｣上での設計を前提として、
部品の標準化も積極的に推進することになった。そ
の狙いは、メーカーごとに異なる部品のバラツキを
標準化することで、設計期間の短縮やコスト削減を図
り、世界的な競争力の優位性を維持することにある。
＊CAD/CAM事業の海外展開を積極推進

98年から｢CADCEUS｣の海外展開に向けた販売･サ
ポート体制の構築に着手し、米国、欧州、アジア、
日本の4極体制を確立したが｢CADCEUS Support
Center EURO｣や｢CADCEUS Support Center ASIA｣を
通じて、さらなる充実を進めている。米国では、大
手自動車メーカーおよびその傘下の有力金型メー
カーが採用に向け評価を進めている。全米に販売権
を持つINCAT Systems社に続き、ミシガン州を中心
に高い実績を持つOkuma America社と米国マーケッ
トへの共同販売体制を構築中。欧州では、ドイツの
ISK社、WiCAD社、スペインのDeltaCAD社を代理店
として販売活動を展開、イタリア、フランス、イギ
リス、スウェーデンなどへも進出を目指す。アジア
では、タイのNSS社をはじめ、台湾、韓国、香港、
シンガポール、マレーシア、フィリピン、中国に代
理店を確保し、｢CADCEUS｣日本語版・英語版に加
えて、中国語版、韓国語版を本年3月に完成させる
予定。さらに、ドイツ語版、スペイン語版も検討中
である。

日本ユニシスは、｢CADCEUS｣を核に、製造業界
におけるデジタル･エンジニアリング環境の実現に
向けて、より一層の機能強化を図っている。例えば、
前 述 の 試 作 専 用 C A D / C A M シ ス テ ム
｢CADCEUS/PROTO｣をはじめ、CAM分野では金型
製造業務におけるデータ交換から加工指示までの全
工程を支援する3次元CAM専用ソフトウェア
｢EXPERT CAM2000｣を開発し提供開始した。同ソフ
トウェアは、他社製品には見られないRetouch(デー
タ修復)機能やダイレクト･データ交換機能などを組
み込んでおり、金型製造におけるトータル･コスト
の削減と時間短縮を実現できる。
日本ユニシスは、以上の施策を通じて、お客様の
デジタル･エンジニアリング環境の実現を強力に支
援する。

ユニシス・ニュース
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Eビジネス時代のCPC(企業間協調型商取引)実現に向けて

次世代統合CAD/CAMシステム｢CADCEUS｣
一層の機能拡充策を展開

21世紀の製造業が目指すもの

企業間提携／共同開発を積極推進

ユーザ企業のグローバル化の支援策

デジタル･エンジニアリング環境の実現に
向けて｢CADCEUS｣の機能強化を推進

Eビジネス(インターネット)対応策として｢ASP
による異機種データ変換サービス｣を開始
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(Munich)

中国･大連市�
大連国際金型研究教育中心�

ドイツ�
ISK社、WICAM社�

スペイン�
DeltaCAD社�

公共教育施設�
�

直営サポートセンター�

現地代理店�

中国･香港�
PDA    Numac(マレーシア)�
        　Ti-tech(タイ)�
       　 CAD-IT(シンガポール)�
       　 Techno(フィリピン)�
       　 RP Tech(中国)

タイ･バンコック市�
New System Service Co.

CADCEUS Support Center�
ASIA�
(東京)

日本�
エンジニアリング営業本部�

全体支援�

韓国･ソウル市�
Nissin Korea Co.�
Seook Engineering Co.

フィリピン�
MIRDC(フィリピン金型訓練学校)

台湾･台北市�
Eumatech Co.

CADCEUS Support Center�
US�

(Detroit)�
�

IntegratedSystems�
Technologies,Inc

タイ�
BSID(タイ金型訓練学校)

世界4極体制の確立�

CADCEUSの海外ネットワーク
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JTBはこれまで、出張関連業務のア
ウトソーシング事業｢BTS(ビジネス･
トラベル･システム)｣＊、総合出張管理
システム｢J'sNAVI｣、電子時刻表｢DIA-
NAVI｣、ビジネスホテルのインター
ネット予約サイト｢e-Hotel｣などを展開
してきた。同社ではこれらの経験やノウ
ハウを統合し出張業務、経費処理の総
合的なソリューション･プランとして
ASP事業｢J'sNAVI for Web｣を開始する。
市場開発部J-@gent(ASP)事業推進室
長田邊　徹氏は、｢“J'sNAVI for Web”
は、インター
ネットを利用し
たシステム･ソ
リューション、
トラベル･オペ
レーション、
カード会社の法 田邊　徹氏

人向けサービス、さらにERP機能とを
融合させて相乗効果を目指した総合
サービスである。このサービスの提供
によって、顧客企業は出張に関わる間
接･直接コスト両面のトータルコスト
の削減、経費処理の効率化などが可能
になる｣と語っている。
サービス開始は3月の予定で、すで
に1万人規模の企業グループをはじめ、
約10社との契約を内定済みで、3年以
内に契約ユーザ10万人以上を目標にし
ている。

ASP契約した顧客企業は、インター
ネット経由でデータセンターのサーバ
に設置された各種のアプリケーション
を利用し、最適な旅程の作成、日当･
旅費の計算･支給、各種の予約、渡航
手続き依頼、出張の電子稟議、切符の
電子調達、旅費計算、交通費や立替金
などの精算、経費処理が行える。仮払
金や精算金の支払いもファームバンキ
ングによりキャッシュレスで行える。
また、クレジット･カード会社とデー
タ連携し、法人用クレジット･カード
の利用明細をデータで取り込んで精算
を行うことができる。
経費処理は、ERPパッケージとデー
タ連携が可能なほか、各社独自の経理
システムにも経費データを引き継ぐこ
とができる。J'sNAVIとERPパッケー
ジや各社独自の経理システムとは、経
費データをJ'sNAVIからダウンロード
し、伝票レスで連動する。また顧客企
業では、購買承認したデータと請求明

細データを照合し、支払い業務の効率
化も図れる。
J'sNAVIのASPは、インターネット接
続環境があればサービスを利用できる。
システム環境の設定はデータセンター
側で行う。顧客企業は旅費規程などを含
むマスタデータを準備し、随時J'sNAVI
の提供する機能でアップロードする。
システム導入直後は専用のヘルプデス
クやFAQもオプションで利用できる。

このサービスを利用することによる
企業のメリットとして、次のような点
が挙げられる。
＊通常、これらの業務をシステム化す
るためには、アプリケーション開発
の初期投資や運用、管理などのラン
ニング･コスト、旅行会社との契約
などが必要となるが、JTBとASP契
約を結ぶことで、標準的で多機能な
出張システムを短期間のうちに導入
できると同時に、全国規模でトラベ
ル･サービスを利用できる。
＊社内の出張申請手続きと同時に、出
張に必要なあらゆる種類の切符の電
子調達、ホテルの予約、渡航手続き
代行の依頼などができ、旅行会社のASP
ならではのメリットを享受できる。
＊単に予約できるだけでなく、最も経
済合理性のある旅程の作成、出張規
程の自動チェック／変更、各種回数
券や海外格安航空券の取り扱い、顧
客の全国の事業所への切符の配達な
ども可能である。切符の発注先は
JTBの他に、企業のインハウス･
エージェントも指定できる。
＊契約内定企業で導入効果を算定した
結果、出張案件発生から切符の入手
まで1件あたり約10分と、30分以上
の作業時間短縮が可能であり、賃金
に換算すると相当の間接コスト削減
効果が期待できる。また、法人向け
出張支援サービス｢BTS｣によって、

直接経費の削減も可能になる。
＊オプション契約で、旅費･交通費の
みならず、社員の経費処理全般を行
う機能の追加、一定の支出(購買)金
額に応じた別承認ルートの設定や請
求書の支払い処理、予算管理業務、
福利厚生業務などの作業をカバーす
ることができ、総合的な経費処理シ
ステムとしても利用できる。
ASPの利用料金は、契約ユーザ数

(社員数)によって異なるが、1人当た
り月額最低150円からで、平均で月額
400～500円と設定されている。

このASP事業は、日本ユニシスの
ASPサービス｢asaban.com｣が提供する
アプリケーション･ホスティング･サー
ビス｢kiban@asaban｣を利用した。
kiban@asabanは、インターネット接続
からアプリケーション･サーバ、デー
タベース･サーバ、データセンター運用
からセキュリティまで、ASP事業に必
要な環境をすべて用意している。
JTBでは、JTBが開発したWeb対応
アプリケーション｢総合出張管理シス
テム“J'sNAVI for Web”｣、｢電子時刻
表“DIA-NAVI”｣を提供するだけで多
大な投資を行うことなく、短期間で事
業を開始でき、また今後事業規模の拡
大に合わせた対応が可能である。
kiban@asabanは、eバンキング、

マーケットプレイス、国際間EDI、官
公庁関連など、20社前後が内定してお
り、日本ユニシスでは、今後もメ
ニュー充実を図る計画である。
日本ユニシスを選定した理由につい
て、田邊氏は次のように語っている。
｢ASP事業にはデータセンターが不
可欠であるが、自前で構築･運営する
のは、リスクが伴う。そこで外部の
データセンター事業を手がけている企
業と手を組むことにした。日本ユニシ
スを選定した理由の一つは、少ない投
資で迅速に立ち上げ、大きく伸ばして
共存共栄できる柔軟な提案を提示され
た点である。また、レスポンスをはじ
め当社のサービスに適合できるかを事
前に検証する、他社にはない実験環境
があった点にある。kiban@asabanの採
用で、ファースト･コンタクトから試
行本番開始までわずか4カ月(アプリ
ケーション提供から1カ月)という超ス
ピードで立ち上げが可能になった｣。

＊BTM(ビジネス･トラベル･マネジメント)：企業
向け出張支援サービス事業で米国ではその取
扱高が急速に伸びている。JTBでは、7年前か
らBTS(ビジネス･トラベル･システム)の名で
BTMに取り組んでいるが、BTM事業で最大手
の米国カールソン･ワゴンリートラベルとの合
弁会社を設立し、2001年1月から日本を含むア
ジア･太平洋地域を対象に企業からの出張手
配･経費管理を一括して請け負うアウトソーシ
ング事業を開始した。今回のASPサービスを
加えることで、BTM事業の拡大に一層の弾み
がつくことになる。

UN

ジェイティービー
ジェイティービー(以下JTB)は、出張業務と経費処理を中心とした企業向け

ASP事業を3月から開始する。JTBとASP契約した企業は、インターネット経

由で「J'sNAVI for Web」を利用して、最適な旅程の作成から、日当･旅費の

計算･支給、経費処理まで行え、出張に伴う間接業務の削減や業務の効率化

が図れる。このサービスは、日本ユニシスのASPサービス｢asaban.com｣によ

り、短期間かつ最少の初期投資で実現した。

◆我が国トップの総合旅行会社。特に国
内パッケージ｢エースJTB｣の利用者は
99年度には年間629万人、発売以来、
5,000万人を超えるなど、トップブラ
ンドとして国内旅行市場をリードして

いる。
◆所在地＝東京都品川区東品川2-3-11

JTBビル
◆代表者＝舩山龍二社長
◆取扱高＝1兆4,350億円(2000年度)

出張業務のASPサービス｢J'sNAVI for Web｣を3月開始
インターネットで出張手配から経費精算まで
ASPサービス｢asaban.com｣で短期実現

社会公共ソリューション

■株式会社ジェイティービー(旧日本交通公社) http://www.jtb.co.jp/

総合的なトラベル･ソリューションを
ネットで実現

J'sNAVIのASPサービスの概要

出張業務処理のコスト削減、効率化
など、さまざまなメリットを提供

｢kiban@asaban｣の活用で、初期投
資を無くし早期立ち上げを実現
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利用環境図(asaban.com)

J'sNAVIの画面例
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会計制度の改正で2000年度3月期か
ら決算が連結中心に移行した。中間期
でも連結財務諸表の作成が必要とさ
れ、また、期中の資金の流れを示す
キャッシュフロー計算書を連結ベース
で公開する必要があり、税効果会計も
全面適用される。
連結対象子会社25社(うち、海外

1社)持分法適用会社2社を擁するセン
コーでは、
①連結財務諸表の発表早期化への対応
②連結決算情報の充実による投資家向
け広報の強化
③四半期／月次ごとの業績評価への連
結情報の取り込み
などを目指し、連結経営の第一歩とな
る連結会計システムの構築を図った。

算、会社別、事業部別など企業内部の
セグメント情報の公開といった制度へ
の対応だけでなく国際標準の会計制度
への移行を現場に浸透させ、利益率管
理から一歩進めた資本利益率管理の徹
底など、連結経営時代に対応する事業
運営基盤の一つとして構築を進めた｣。

経理部長遠山
泰氏は、連結会
計システムの導入
について、次のよ
うに語っている。
｢連結会計シス
テムは、連結決 遠山　泰氏

連結決算では、子会社や関連会社が
対象に加わる上に、連結対象会社間の
取引を相殺するなどの操作が必要とさ
れ、集計作業が煩雑となる。単独決算
よりも時間と経理担当者の負荷が増大
する一方で、経営トップからはさらな
る決算のスピードアップを求められる。
そこで、同社では、連結処理のシス
テム化に当たって、短期に導入できる、
安定度が高い、低コストである、制度
変更によるメンテナンスが容易である
ことなどから、パッケージ･ソフトを
活用することとし、日本ユニシスが提
供する連結会計システム｢Diva System｣
を選定した。その選定ポイントとして、
経理部 経理担当主査 上中 正敦氏は、
｢Diva Systemは、①国際会計基準に対
応する最新の設計思想に基づいて開発
されたシステムであること、②処理機
能の柔軟性、③日本基準に適合した
キャッシュフロー機能、④Excelなど

でのデータ分析
が可能である、
⑤多次元分析
ツール(Business
Objects)を利用
しDiva標準レ
ポート以外のレ
ポートが作成できる｣などを指摘して
いる。

システム化に当たっては、経理部を
中心に、経営計画部、情報システム部
門(センコー情報システム)によるプロ
ジェクト･チームを編成し、日本ユニ
シスが支援業務を行った。
作業スケジュールは、99年10月に

DivaSystemを導入、11月から99年3月
期データによる連結決算処理を日本ユ
ニシスが行い、2000年1月に結果報告
し、システムの検証を完了した。
次いで2月から99年中間決算処理を
行い、処理トレーニングおよびDiva
Systemの検証を行った。
4月からは連結関連会社からの決算
データ入力による連結決算処理を行
い、5月に2000年3月期の連結決算を発
表した。

連結会計システムでは、次のような
体制で処理している。 (図)

＊グループ決算体制

子会社各拠点およびセンコー各営業
所から伝票入力しホストに集中するこ
とで、データの集中管理を容易にし、
経理部事務管理担当者による決算管理
を可能にした。
子会社および営業所を管轄する各事
業本部ごと(関東、中部、関西、九州)
の経理部事務管理担当者は、ホストの
決算処理データをもとに、税務申告書
の作成、さらに、税効果･キャッシュ
フロー計算書の必要データおよび取引
高、債権債務の会社間調整を行うこと
で、財務諸表データを作成し子会社の
決算処理を完結する。
＊連結決算体制

こうして作成されたグループ財務諸
表データはホスト･コンピュータから

グループ決算 体制� 連 結 決 算 �

センコー各営業所�

入力端末�

伝票･証憑�

伝票･証憑�

期末決算書�

入力端末� 入力端末�

組み替え作業�
注記作成�

記者クラブ･連結財務諸表�
作成�

取引高･債権債務消去�
個別税効果算定�

キャッシュフロー･データ入力�

入力･加工クライアント� 入力･加工クライアント�

入力･加工クライアント�

税務申告書�

税効果･�
キャッシュフロー�

各事務管理�
担当� 子会社各拠点�

経理担当� 各事務管理担当�

計画部･総務部�

ホスト･コンピュータ�

伝票入力�

決算審査�

伝票入力�

連結用サーバ�

センコーグループ�
財務諸表データ�

実績分析�
決算予測作成�

連結決算システム概要図

DivaSystemを搭載した連結用サーバに
ファイル転送される。
事業本部の経理部 事務管理担当者
は連結用サーバのデータに対して取引
高･債権債務消去、個別税効果算定、
キャッシュフロー･データの入力を行う。
こうした作業を経由して、本社経理
担当者は、組み替え作業、注記作成の
上、連結財務諸表を作成する。
将来的には、本社計画部･総務部で
は、クライアント･パソコンから実績
分析、決算予測作成ができる仕組みを
作っていく。

自動車輸送―センコージェット便

DivaSystem導入効果として、①各連
結子会社データ作成の分散化に適合し
たデータ収集方法が可能となった、②
決算開始処理～内部取引消去～税効果
処理～連結キャッシュフロー計算書作
成など、連結決算一括処理が短時間で
終了できた点を指摘している。
こうした効果を踏まえて、今後は四
半期･月次決算への対応を進めていく
計画という。
また、Business Objectsを利用して経
営トップ層への連結報告書の作成、さ
まざまな切り口からのデータ分析の作
成に挑戦し、管理連結の実現を目指し
ていくという。
遠山氏は、｢実績分析については、

全社レベルだけでなく、営業所レベル
にまで浸透させたい。当面は事業本部
レベルでキャッシュフロー計算書を活
用し、各支店、子会社の対前年比利益、
予算対比の指標から一歩進めて、投入
資金に対してどれだけの利益を上げ得
たかの指標を設け、事業発展につなが
る仕組みを作り上げていきたい｣と
語っている。

ユニシス・ニュース

2001年2月1日第478号

UN

DivaSystem導入効果と今後への期待

センコー
センコーでは、日本ユニシスが提供する連結会計システム｢DivaSystem｣を

導入し、連結子会社25社(うち、海外1社)／持分法会社2社を対象とする｢連結

会計システム｣の運用を開始し、2000年度3月期の連結決算諸表の作成を完了

し2001年中間決算処理も終了した。

◆1946年7月に設立。貨物自動車運送、
鉄道利用運送、海上運送、倉庫などの
事業、小運搬構内作業、国際物流事業
などの港内業など総合物流企業として
発展している。

◆所在地＝大阪市北区大淀中1-1-30-
1500

■センコー株式会社 http://www.senko.co.jp/
◆代表者＝小池洋社長
◆売上高＝1,526億円(2000年3月期)
◆事業所数＝全国214カ所
◆車両台数＝2,003台
◆支配船舶＝17隻
◆従業員数＝4,179人

｢DivaSystem｣で会計ビッグバンへの迅速対応を図る
月次連結決算への第一弾｢連結会計システム｣を短期実現

会計ソリューション

連結経営システムの実現を視野に
取り組む

｢DivaSystem｣で連結決算を
短期･容易に実現

導入から決算発表までを8カ月で

連結決算処理の仕組み

複合機能倉庫

上中正敦氏

連結会計システム
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リースとは企業が設備を導入する
際、自社で購入する代りに、リース会
社が購入した物件を貸借する方式。
同社社長八代 弘二氏は、最近の

リース業の経営環境について、｢長引
く景気低迷の影響を受け、設備投資は
落ち込んでおり、それだけにリース業
者間の競争も激しく、企業体質の改善
や営業支援の強化が必要とされる。今
回、これまで利用してきたリース･シ
ステムを更新するに当たり、経営のス
ピード対応や経営判断に必要な、資料
に重点を置き、営業支援、経営支援中
心のシステムへと刷新した｣と語って
いる。

同社では早期立ち上げの観点からシ
ステム･パッケージを導入して、新シ
ステムを開発することにした。
そのシステム化要件として、次の点
を掲げた。
＊多様な取引形態(一般リース／転
リース／協調リース／割賦／カー
リースなど)に対応できること。
＊同社の業務形態に合わせたカスタマ
イズが容易なこと。
＊見積から契約･検収まで、事務の合

理化を実現
できること。
＊会計システ
ムとの連動
により決算
処理が速め
られること。
＊基幹データ
ベースに蓄
積した情報
を社員全員が容易に加工･分析でき、
営業支援に役立てられること。
＊制度改革や新商品開発に迅速に対応
できること。

同社では、これらの要件を満たすも
のとして、日本ユニシスのリース業
トータル･システム･パッケージ
｢LEASTATION7-Ⅱ｣の採用を決めた。
八代社長は、選定の大きな理由として、
①七十七、いわぎん、山銀、あおぎん、
みちのくリースなど、東北地区の銀
行系リース会社のほとんどがユニシ
スのパッケージを採用しているこ
と。また、同業間の情報交換も活発
なこと。
②母体行(秋田銀行)が長年、基幹系業
務にユニシス･システムを使用し、
サポート体制が優れていること。

③同時に導入する会計システムとの連
動により、精緻な経営判断資料の迅
速把握が可能になること。
などを挙げている。

新システムは、ソリューション･プ
ロセッサ｢RX7000モデル580V｣をホス
ト、WindowsPCを端末に採用し、大
舘事務所とは専用回線でオンライン接
続している。 (図)

新システムは、LEASTATION7-Ⅱと
会計情報システム(UNAS7)の採用によ
り、営業支援から業務管理、経営支援、
会計処理(会計連動)まで、リース業全
般をカバーするリース･トータル･シス
テムを実現している。
新システムの主な特徴･機能は次の
とおりである。
①一般リース、転リース、協調リース、
割賦管理など多様な取引形態に対応
している。
②顧客名寄せによる与信限度管理、債
権照会が可能である。
③契約分割、資産分割による一部債権
譲渡･一部解約の簡素化が図れる。
④基幹データベースの自由な抽出、
Excelとの連携によりエンドユーザ･
コンピューティングの展開が図れ
る。
⑤税制の改正、規制の変更、新商品開
発などにも迅速に対応できる。

基本機能は、カスタマイズも完了し
て12月1日より本番稼働に入り、現在、
本年4月稼働に向けて会計連動システ
ムの開発を進めているが、新システム
による期待効果として、次の点を挙げ
ている。
①一元管理を可能にしたことで、個社
別、地域別、業種別にマーケット状
況が把握でき、潜在マーケットの発

掘など戦略的なマーケティングの展
開ができる。
②業界標準の採算計算基準に基づいた
リース料率を採用したことで、採算
ベースに合った料率の提示や、他社
から提示された料率の比較ができ、
競合力強化を図ることができる。
③会計システムとの連動により、営業
部門で入力したデータが会計システ
ムに引き継がれ、仕訳伝票の入力が
不要になるなど事務効率化が図れる
とともに、決算処理が速められる。
④単年度の収支見込み、中長期の経営
目標のシミュレーションなどを実現
できるシステムへと発展させること
により、経営支援の強化が図れる。

取締役総務統括部長村松　晃氏は、
｢新システムに期待しているのは、
Excelとの連携によるデータ加工の部
分である。お得意先、官庁、各種団体
からさまざまな資料の提出が求められ
るが、これまでは専任者が、要求に応
じて各種資料を作成していた。新シス
テムでは、営業、経理、管理、総務の
誰もが必要なデータを抽出し、Excel
を使ってデータの加工が可能になっ
た。新システムを活用して一日も早く
社員が戦略的な営業支援や経営判断資
料を作成できる体制を確立し、業績の
向上を目指したい｣と語っている。

2001年2月1日第478号
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秋田グランドリース

秋田グランドリースでは、経営環境の変革に対応した経営のスピード化と

競争力強化を目指し、日本ユニシスが提供するシステム･パッケージ

｢LEASTATION7-Ⅱ｣をベースに、リース業務から割賦、会計処理まで統合的

に管理する｢リース･トータル･システム｣を開発、昨年12月1日より本番稼働

を開始した。

新システムは、日本ユニシス･グループの東北ソフト･エンジニアリングが

開発に当たった。

◆1975年、秋田銀行支援のもとに、秋
田県内初のリース会社として設立され
た。情報関連機器、事務用機器、産
業･工作機械、建設･土木機械、医療機
器、商業用設備などのリース事業を展
開している。

■株式会社秋田グランドリース

◆所在地＝秋田市大町2-4-44
◆代表者＝八代弘二社長
◆売上高＝54億7,500万円(99年度)
◆従業員数＝20人
◆使用機種＝ソリューション･プロセッサ
｢RX7000モデル580V｣

｢リース･トータル･システム｣稼働開始

経営のスピード対応／営業支援の強化を目指す
システム･パッケージ｢LEASTATION7-Ⅱ｣ベースに構築

金融ソリューション

企業体質／営業支援強化を図る
システムが必須に

新システムに求めた要件

営業支援から会計処理まで
トータル処理が可能

社員全員による営業支援／経営
判断資料の早期作成に期待

戦略的なマーケティング推進を
目指す

システム構成� LEASTATION7-Ⅱの業務機能�

銀行�

ラインプリンタ�
300LPM

秋田本社� 大舘事務所�

RX7000モデル580V

ルータ�

LAN

コンパクト�
ページプリンタ16PPM

Windows PC×4台�
ルータ�

専用線�

＊1 EDUET:エンドユーザ向け簡易言語�
＊2 EEL:EDUET Excel Linkage

基本システム�

リース業システム�

一般リース�

協調リース�

支払管理システム�

前渡金対応�
支払予定入力�
手形分割�

顧客管理／与信管理�

見積管理�
契約管理�
債権管理�
資産管理�

消費税管理�
決算支援�
経営支援�

エンドユーザツール／対外インタフェース�

全銀インタフェース�

会計情報システム�

B/S   P/L

東北ソフト･エンジニアリング�

割賦管理システム�

EDUET＊1稼働環境／EEL＊2データ送信�
�

リース･トータル･システム概要図

稼働式でテープカットする八代 弘二社長(左)と
東北ソフト･エンジニアリング社長古山　實

利用実績の高さと高機能を評価し
｢LEASTATION7-Ⅱ｣を採用
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ユニシス・ニュース

損保業界における規制緩和と急激に
進化するITの波の中で競合他社との戦
いに勝ち抜く1つの方法として、Eコ
マースがあると考えている。
3年前に米国で行った金融商品の

ネット販売に関する調査結果による
と、証券会社や銀行では、すでに全取
引の2割～3割がインターネットを通し
て行われていた。日本の場合は、証券
業界が現在このレベルに近づきつつあ
り、保険に至ってはまだ1パーセント
にも達していないであろう。しかし、消
費者が金融商品をネット上で購入する
ことに抵抗がなくなり、同時に業界に
おける規制緩和が行われれば、必然的
に保険ビジネスにおけるネット販売の
手法は急速に確立されると思われる。
そこで、その可能性を明らかにする
ために、日本で保険商品のネット販売
に関する調査を行ったところ、イン
ターネット上で保険商品を購入したい
人(コア･ターゲット)はネット･ユーザ
の5割に達した。また、購入を希望し
ない人でも、支払や個人情報に関する
セキュリティの不安が解消されれば、
購入するであろうと回答した人(サブ･
ターゲット)は2割にのぼった。つまり、
ネット･ユーザの7割は保険ビジネスの
ターゲットになり得ると結論づけた。

マーケティングの分野では、今大き
なパラダイム･シフトが進行している。
それは、マス･マーケティングから
ダイレクト･マーケティングへ、そし
てリレーションシップ･マーケティン
グ(本来のCRM)、さらにはインタラク
ティブ･マーケティング(Eコマース、
リアルタイム･マーケティング、One
to Oneマーケティング)へのゆっくり
ではあるが確実な移行である。
ダイレクト･マーケティングとEコ

マースには、共通点と非共通点がかな
りある。
まず共通点は、顧客主義、マーケ

ティング4P(プロダクト、プレイス、
プロモーション、プライス)、評価基
準(投入コストに対する売上高)、顧客
醸成プロセス(見込み客から最優良顧
客に成長させるプロセス)などである。
一方、非共通点は、ダイレクト･

マーケティングでは、売り手側が商品
を選定して購入見込みの高い選別され
た顧客に最適なタイミングで働きかけ
るプッシュ型である。それに対して、E

コマースの場合は、顧客自らお金を払っ
て、売り手側にアプローチして自ら商
品を選んで買うというプル型である。
第二の相違点は、｢リミテッド｣vs.

｢アンリミテッド｣という点である。今
までのマーケティング手法では、TV
コマーシャル、新聞や雑誌広告、DM
パッケージなどあらゆる媒体で、時間
やスペース、配布場所など制限があり、
当然その中で語れるメッセージには限
りがあった。これに反しインターネッ
トの場合は何も制限がないという特徴
がある｡
つまり相違点を総括すると、絞り込
みvs.包括的ということになる。｢リミ
テッド｣という言葉は絞り込み(セグメ
ンテーション)がすべてであり、｢アン
リミテッド｣というのは、いかに包括
的(コンプリヘンシブ)に対応していく
かが戦略の要になる。
こうした類似点と相違点を認識した
上で、商品、サービス、ターゲット、ク
リエイティブの各領域で、Eコマース
による包括的なアプローチとダイレクト･
マーケティングの絞り込みのアプロー
チを融合させ、CRMを実践しながらイ
ンタラクティブなマーケティングを展
開することが今後のマーケティングの
あり方であると我々は考えている。

こうしたコンセプトを踏まえて、CRM
の構築、Eコマースの展開に着手した。
まず、CRMについては、①ビジネ

ス／マーケティング･モデルの構築、
②取引ベースではなく顧客を軸とした
仕組みとする、③データの変更が1ト
ランザクションでリアルタイムに更新
できる仕組みにする、④時系列にデー
タを捉えられる、⑤短期的な収益評価
ではなく、ライフタイム･バリュー(生
涯価値)の観点から評価できる仕組み
を指向する点に置いた。
次に、Eコマース展開の根本的な狙
いは、ディストリビューション･チャ
ネルを拡大するのではなく、新しいビ
ジネス･モデルの確立に置いた。
そのモデルの要件については以下の
ように定義した。
＊保険商品(料率)のデータベース化
＊保険引き受け業務のデータベース化
＊オペレーション･フローの自動化
＊サイバー･ダイレクト･マーケティン
グ･プログラムの本格的導入
＊コールセンターとの統合
＊ミッション･クリティカル･システム
の構築
こうしたモデルを基に、データ収集、

データマイニング、データ解析、モデ
リング、さらにデシジョン･サポート
の機能を持たせ、統合Web環境で運用
するインタラクティブなマーケティン
グ･モデルを指向した。

代理店Webサーバ�
・認証�
・購入手続き�
・決済(課金)�
・カスタマー･サービス�

インターネット�

電話回線�

Webアプリケーション�
サーバ�

Java実行環境�

お客様�
Webブラウザ�

電話�

オペレータ用端末�
VantiveClient

CRM/SFAサーバ�
Vantive 8

セールス＆サポート�

エース保険のインフラは、お客様のアクセス手段であるWebと電話コールの双方に対応している。�

CRM/SFAサーバ�

顧客、契約、商品、�
コミュニケーション�
 リレーション�

Eコマース･システム構成図

このインタラクティブ･マーケティ
ング･モデルによって、次のような点
が可能になる。
＊誰がいつ、どのようにアクセスして
きたか？
＊どのプロセスで購入したか？
＊どのような質問･問い合わせをしたか？
＊どのようなクレームをしたか？
＊どのプロモーションが最も効果的で
あったか？
＊どのアプローチが最も効果的であっ
たか？
これによって、最も効果的なコミュ
ニケーションと販売手法を特定できる
のである。

こうした方針の基に、我々はまず業
界最大手のプレーヤーと組んで、最短
で｢Eコマース｣のノウハウ確立への取
り組みを進め、99年11月に、＠niftyと
共同でサイバー保険代理店の仕組みを
スタートさせた。これは、432万人(2000
年12月現在)のアット･ニフティ会員に向
けたオンライン損保商品の販売｢@nifty
保険｣である。アット･ニフティ会員の顧
客は、サイト(http://www.nifty.com/
insurance/)へアクセスし、利用条件に
合意した上で保険商品購入の手続きを
オンラインで行える。
24時間いつでも商品購入が可能で、
契約時には個人のWebページがオープ
ンし、契約内容の照会や個人情報の更
新など、常に変化する顧客情報にきめ
細かく対応している。
このシステムでは、顧客データ、商

品･料率、購買履歴、FAQなどからな
る複数のデータベースが効果的に稼働
するようにITを駆使した設計がなされ
ている。見込み客を獲得し、顧客へと
昇進させ、優良顧客へと育成するプロ
セスをWeb上で展開し、すべてのコン
タクト･ポイントをデータベース上で
統合している。

このモデルは、パートナーとしての
日本ユニシスの協力で構築した。契約
者との持続的な関係を構築する新しい
システムをWeb上に作る際に、開発期
間、投資コストなどの基本要件を満た
すために、統合顧客管理システム
｢Vantive｣を採用した。
Vantiveは、我々の目標に近い機能を
持ち、カスタマイズもしやすかった。
Vantiveは、Web、コールセンター、個
人用Webページ、電子メールを通じて
アクセスしてくる顧客のコンタクト･
ポイントをすべて管理するインフラと
してデータベースを支援している。

◇
我々は、@niftyとのスタートを皮切
りに、今後は航空会社、旅行代理店、
クレジット会社との連携も視野に入れ
ている。こうした試みを通じて、新し
い“サービス･スタンダード”を確立
し、この分野でのナンバーワンを目指
していく。 UN

なぜEコマースなのか

ダイレクト･マーケティング vs.
Eコマース

エース損害保険のCRMとEコマース

最も効果的なコミュニケーションと
販売手法を特定

最大の顧客満足を目指したサイバー･
ダイレクト･マーケティングを実践

高度なシステムの短期構築を目指し
統合顧客管理システム｢Vantive｣を採用

■エース損害保険株式会社
http://www.ace-insurance.co.jp/

◆世界47カ国にわたるグローバルプレ
ーヤー｢エース･グループ｣(本社：英国
領バミューダ)の日本法人(1999年10
月シグナ傷害火災保険から社名変更)。
火災、海上、傷害、自動車、財務保
険などの各種損害保険販売事業を展
開。インターネットを活用した新し
い保険スキームを提供している。
2000年6月には、同社損害調査部門が
国内保険業界で初めてISO9001規格の
認証を取得。

◆所在地＝東京都目黒区下目黒1-8-1
◆代表者＝大川隆司代表取締役社長
◆資本金＝46億5,000万円

エース損害保険のEコマース戦略
ダイレクト･マーケティングとEコマースの融合

エース損害保険株式会社
ダイレクト事業部事業部長 江森芳隆氏
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最近のシステム開発では、求められ
る開発期間は数カ月という例が多く
なってきており、特にWebアプリケー
ションの場合はその傾向が顕著であ
る。日本ユニシスでは、(株)すかい
らーくのリバース･オークションによ
る食材や備品の調達を中心とした企業
間電子商取引(B to B)｢B2Skylarkシステ
ム｣を2カ月で開発した。
本紙(16面参照)でも紹介されている
が、本システムでは、パッケージ製品

開発を進めた。 (図1)

このシステム開発は、費用、期間、
品質の面で求められた水準をクリアし
ており、成功事例と呼んでも差し支え
ないであろう。
そこで本稿では、システム開発が成
功した要因は何かを、オブジェクト指
向技術を利用した開発現場で注目され
ているeXtreme Programming(以降：
XP)を評価軸として分析する。

としてCommerce Centerを採
用し、オークション機能と提
案機能を新規開発するととも
に製品側にもカスタマイズを
加えた。
Webアプリケーション･サー
バとしてWebLogic Serverを、
開発言語にはJavaを採用し、
日本ユニシスの標準開発技法
であるLUCINAを基本として

カスタマイズ� 新規開発�

会員登録� カタログ登録･検索� 提案� リバース･オークション�

新規追加DB標準DB

Commerce Center

WebLogic Server

kiban@asaban

XPは、Kent Beck氏らが提唱するソ
フトウェア開発プロセスであり、“変
化を抱擁せよ(embrace change)”を標
語としている。変化とは、要求や機能
あるいはコードの変更を指している。
変更を最小限に抑えたり、変更を見越
して手の込んだ設計をするといった従
来の方法をとらず、｢コミュニケー
ション｣を軸に変更のコストを最小限
に抑えることを特徴としている。
端的に言えば、顧客、開発チームを
含めて円滑な｢コミュニケーション｣が
でき、設計が｢シンプル｣で、要件や
コードの変更が速やかに｢フィード
バック｣されていれば、｢勇気｣を持っ
て開発方針や仕様などの大きな変更も
行うことができる、という基本姿勢で

ある。 そして、これらのことを実践
するために12のプラクティスを提示し
ている。XPについては書籍やWeb上
の紹介(ht tp ://www.esm.co . jp/
eXtremeProgramming/)で概要を知る
ことができる。
コミュニケーションの改善は、組織
の改善を必要とする。プログラマだけ
でも導入できる｢共同所有｣や｢コー
ディング規約｣などに比べ、｢オンサイ
ト顧客｣、｢ペアプログラミング｣など
は組織的な対応を伴い、実現できれば
効果があるのは予想できるが、なかな
か実践するのが難しいプラクティスで
あろう。今回の開発がこれらのプラク
ティスを実践できていたのか、個々の
目的を考えながら評価していく。

｢オンサイト顧客｣は、顧客がいつも
開発現場にいることであり、顧客がフ
ルタイムでチームに参加し、常に合意
を確認できることを意味する。今回の
開発チームは提案活動を行ってきたメ
ンバーを中心に体制を組んだ。そして
顧客と開発チームのコミュニケーショ
ンの場としてメーリング･リスト(以
降：ML)を立ち上げた。
開発プロセスは、LUCINAから必要
最小限のものを選別して進めた。最初
にユースケースを抽出した後、画面の
プロトタイプ、ユースケース･シナリ
オ、ビジネス･ルールの作成を開始し

た。ビジネス･ルールには、画面遷移、
画面表示項目一覧、用語集などを含ん
でおり、画面のプロトタイプを利用し
ながら顧客との検討を進めた。ユース
ケース･シナリオとビジネス･ルール
は、顧客と開発チームとの間、あるい
は開発チーム内で認識をすり合わせて
いく上で欠かせない資料であった。
MLは開発関連用と各種連絡用の2種
類を用意して、質問や確認事項は原則
としてML上で検討し、必要に応じて
週1～2回の顧客と開発チームの会議を
開催した。MLへの問いかけのほとん
どは、その日のうちに返事が戻り、会

議では、すべてその場で回答を得られ
た。
開発開始後2カ月間のMLでの発言数
は、開発関連だけで1,000を超えてい

る。常に開発現場にいるのと同等の効
果があり、｢オンサイト顧客｣は実践で
きた。

｢ペアプログラミング｣は、2人のプ
ログラマが1台のマシンを使ってコー
ディングすることであり、常に設計レ
ビューしていることを意味する。
開発開始後4週間目には、仕様を確
定しやすかった提案機能からプログラ
ミングを開始した。そして開発が進む
につれて仕様も固まっていき、｢オン
サイト顧客｣との合意のたび、ユース
ケース･シナリオの改訂を続け、最終
確定したのは本番開始の2週間前で
あった。

XPは要件が変化していくことを前
提にしており、これはLUCINAが適用
対象としているビジネス･アプリケー
ションの特性に適合している。
今回はLUCINAをベースに開発を進
めたが、結果としてXPの12のプラク
ティスはほぼ実践できていた。ただ
XPで求めていることのうち今回実践
できなかったことに、単体テストの徹
底がある。代わりに機能テストを徹底
し、プログラマへフィードバックした。
単体テスト重視は、XPがプログラミ
ング言語の機能にこだわるSmalltalkに
よる開発に根ざしていることによる特
性の一つではないだろうか。XPで定
義している開発プロセスにも同じこと
がいえる。 (図2)

XPが中心に置いている｢コミュニ
ケーション｣は、すべての開発におい
て高い価値を持っている、と考える。
開発メンバーの感想でも｢お客様との
コミュニケーションが非常にうまくい
き、常に早い判断をしていただけたこ
とが一番印象的だ｣という声が最も多
かった。｢オンサイト顧客｣を実現でき
れば、短期開発への効果は絶大なもの
となろう。
ところで、各プラ
クティスを実践して
いくためには、開発
プロセスを確立する
ことが必須となって
くる。XPはプログ
ラミング＆テストの
開発プロセスをかな
り細かく定義してい
る。一方、確立した
開発プロセスは必要

だが、固定はせず随時調整していくも
のである。今回の開発の結果やXPの
利点をLUCINAへフィードバックし、
次のプロジェクトへの適用を今後も続
けていきたい。
｢B2Skylarkシステム｣はフェーズ1の
カットオーバー後、2回の短期リリー
スを行い、現在も次のリリースに向け
ての検討に入っており、システム自体
がスパイラルアップしながら成長を続
けている。

プラクティス実践結果

1�

2�

3�

4�

5�

6�

7�

8�

9�

10�

11�

12

No.

計画ゲーム�

短期リリース�

メタファ(比喩)�

シンプルな設計�

テスティング�

リファクタリング�

ペアプログラミング�

共同所有�

継続的インテグレーション�

週40時間労働�

オンサイトの顧客�

コーディング規約�

プラクティス�

○�

○�

○�

○�

△�

○�

△�

○�

△�

×�

○�

○�

実践＊�

＊○：実践できた�
　△：一部のみ実践か、異なる方法で実践�
　×：実践できなかった�

改訂が入るたびにコードへのフィー
ドバックを実施し、デイリービルドと
結合テストを繰り返し｢継続的なイン
テグレーション｣を行った。XPで定義
している｢ペアプログラミング｣のやり
かたをそのままは採用しなかったが、
コーディング後、直ちに別のSEがレ
ビューする手順を決めて運用した。
この方法でコーディングとレビュー
を常に並行して実施し、品質を最大限
に高めるという｢ペアプログラミング｣
の目的は達成できた。
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事例：リバース･オークションサイトの構築
超短期開発を実現するコミュニケーション中心の開発プロセス

日本ユニシス株式会社
Eビジネス技術部技術一室長 野村　章

IT最前線
システム開発技術の動向(8)

開発期間は2カ月

“変化を抱擁せよ”－XPとは

最初に立ち上げた｢コミュニケーションの場｣

改訂が続いたユースケース･シナリオ

コミュニケーションを組み込んだ開発プロセス

図1 B2Skylark のシステム構成
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コーディ�
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図2 XP的に見た今回の開発プロセス
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1995年頃から日本において本格的に
普及し始めたデータウェアハウス(以
下DWH)構築への取り組みは、先進企
業から中堅企業にまで広がりを見せて
きている。当初は“DWHをいかに構
築するか”がポイントであったが、近
年では、多彩なビジネス･インテリ
ジェンス･ツールの出現もあり、“デー
タをいかに活用するか”にポイントが
移ってきた。
また、企業内の種々のシステム上で
稼働している業務を統合する、統合
データベースの中核としてDWHを位
置づける企業も増えつつある。しかし
ながら、いざDWHを構築するという
段階において、データベースやビジネ
ス･インテリジェンス･ツールとして何
を選択するのか、データ活用イメージ

はどのようになるのか、検索性能はど
うか、サーバは何が適当かといったIT
アセスメントが重要になってくる。
そこで今回、マイクロソフト社の

SQL Server2000をベースとした大規模
DWHの実証モデルをES7000上に構築
し た 。 SQL Server2000は 、 SQL
Server7.0から実装された｢Microsoft
Datawarehousing Framework｣に基づ
き、DWHを構築する上でのさまざま
な機能拡張がなされており、大規模
DWHへの対応を可能にしている。
またES7000はWindows2000データセ
ンタ･サーバをベースとして32CPU/
64GBのメモリをサポートしており、
大規模DWHを構築するサーバとして
は最適である。

SQL Server2000は、DWHを構築する
機能として、リレーショナル･データ
ベース管理、分析サービス、データ変
換サービス、メタデータ管理の4つが
ある。
また、Excel2000のピボットテーブ
ル･サービスとのシームレスな連携や、
Webベース･アプリケーションからの
利用機能を提供しており、基本的には
SQL Server2000とExcel2000のみで
DWHを構築しデータを活用すること
ができる。
さらに、個々のサービスにはそれぞ
れウィザードが提供されているため、
会話型でDWHを構築していくことも
可能である。 (図1)

(1)大規模DWHをサポートするための

機能

SQL Server2000では、Windows 2000
データセンタ･サーバとの組み合わせ
により最大32CPU/64GBメモリをサ
ポートする。これによりSMPシステム

のスケールアップ機能を最大限に引き
出し、大規模DWHの一連の処理を可
能にする。
(2)分析サービス(Analysis Service)

分析サービスには、OLAPエンジン
とマイニング･エンジンが実装されて
いる。OLAPエンジンは、データ活用
のためのマルチディメンジョン･デー
タを格納するOLAPキューブを構築す
る。またマイニング･エンジンは、
｢Microsoft Decision Trees｣と｢Microsoft
Clustering｣の2つのアルゴリズムを提
供している。
(3)データ変換サービス(DTS)

データ変換サービスは、OLE-DB
ベース･アーキテクチャを使用して、
複数の異種データソース間でデータを
インポートまたはエクスポートするこ
とができる。
また、業務系から抜き出されたデー
タをステージング･エリアに投入し、
データ変換を行い、データストアに展

開 、 O L A P
キューブを作成
するまでの一連
の手順をワーク
フロー化するこ
とも可能であ
る。
(4)OLAPキュー

ブと連携した

ピ ボ ッ ト ･

テ ー ブ ル ･

サービス

従来のExcel
で提供されてい

●OLAP：モデル主導の分析 ----- 分析モデルが前提�

●Mining：データ主導の分析 ----- データから分析モデルを創出（ルールを発見）�

①DWH設計� ②データ�
集約�

③キューブ�
作成�

④データ�
分析�

⑤データ�
マイニング�

データソース� データ･ステージング�

DTS DTS
SQL Server�
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データストア／分析エリア�
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ビジネス�
インテリジェンス�
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Webブラウザ� Excel2000
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図1 SQL Server2000のデータ･ハウジング概念図

るピボット･テーブル･サービスに
OLAPキューブとの連携機能が付加さ
れている。OLAPキューブのデータに
基づくピボット･テーブル･リポートで
は、OLAPキューブで事前に集計され
た結果をExcelに返すため、軸交換／
ドリルダウンといった操作をスムーズ
に行うことが可能である。

(5)インターネット標準のサポートと

OLAPキューブへのHTTPアクセス

XML、Xpath、XSL、HTTPなどの
W3C標準を包括的にサポートする。
またSQL Server2000 Enterprise Edition
組み込みのHTTPリスナーを用いるこ
とにより、WebベースでのOLAPキュー
ブやDWHへの検索が可能である。

SQL Server2000をベースとした販売
分析モデルをDWH実証モデルとして
ES7000上に構築した。このモデルでは
2億件(2000年度7,700万件／1999年度1
億3,000万件)のPOS実績データと27万
件の店舗来客データを使用した。また
OLAPキューブの構築に際して、販売
分析モデルの分析視点として、商品軸、
店舗軸、取引先軸、期間軸を設定した
(商品点数150万件、店舗数800店舗、
取引先10万社)。 (図2)

(1)実証モデルの実装

今回の実証では、ES7000上に1パー
ティション(16CPU/16GBメモリ)構成
で構築したが、実運用を考えるとデー
タ･ステージング、データストア、
データ分析の3つのパーティションに
分けることが望ましい。すなわち、
データ･ステージングでは収集した
データのクレンジングを行い、データ
ストアではOLAPキューブ作成を意識
したスキーマ構造でデータの蓄積を行
う。また、データ分析ではスクラッ
プ＆ビルドを前提として目的別に
OLAPキューブを作成する。これによ
り、ユーザの分析処理とデータメンテ
ナンスの処理が並行して行える柔軟性
のある構成となる。
(2)分析ツール

データ分析ツールとしてExcelのピ
ボット･テーブル･サービスを利用し
て、OLAPキューブと連携した分析を
行った。ピポット･テーブル･サービス
は、キューブからのデータ抽出･加工

が簡単に行え、Excel操作としてシー
ムレスにキューブの分析ができる点で
利用度合いが高くなっている。しかし
分析画面を含むシート、およびブック
の管理が煩雑となるため、Excelブッ
クを一元管理して、シートの内容を一
覧表示できるようにExcelブックを登
録して呼び出すメニュー･ツールを新
たに開発した。
(3)稼働評価

DWHを構築していく上でのポイン
トとして、データ分析の性能とデータ
投入の運用時間が挙げられる。Excel
からのデータ分析では、16個のCPUを
有効に活用しES7000で稼働させるアド
バンテージを実証できた。特にキュー
ブ･データがメモリ上に存在する場合
は顕著である。留意点としては、
Excelの制限とクライアント側の性能
が挙げられる。検索データ量が多い場
合、ES7000の処理よりもクライアント
へのデータ取り込みに時間がかかるた
めである。
DWHの運用時間では、日々の運用
を意識してPOS実績キューブへのデー
タ追加を行った。250万件(1週間分の
POS実績データ、レコード長50バイ
ト)のデータを、データ･ステージング
への投入からOLAPキューブ更新まで
DTSでワークフローを作成して実行し
た結果、約1時間半で完了し、日々の
運用時間においても問題ないことが実
証できている。
今回の実証モデルの構築を通して、

大規模DWHへ
の対応が検証で
きた。今回のモ
デルはPOS実績
データによる販
売分析モデルと
したが、今後当
該モデルをベー
スとして、各業
態ごとのモデル
を検証モデルと
して構築するこ
とを検討してい
る。
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ES7000とSQL Server2000

DWHを構築･活用するためのSQL Server2000の機能

実証モデルのES7000への実装

商品軸�

50GB

全商品�

大分類�
(6)�
�

中分類�
(30）�

小分類�
(300)

細分類�
(1500)

JAN�
(150万)

店舗軸�

全店舗�

地区�
(10)

サブ地区�
(15)

店舗�
(800)

取引先軸�

全取引先�

都道府県�
(48)

取引先�
(10万)

期間軸�

年度�

半期�
(4)

四半期�
(8)

月�
(24)

年度�

週�
(104)

曜日�
(730)

日�
(730)�
�

販売数量� 販売金額� 店舗来客数�

対前年比� 商品支持率�

データ項目�

商品マスター�

店舗マスター�

取引先マスター�

期間マスター�

2000年POS実績�

1999年POS実績�

1999-2000�
来客実績�

1999-2000�
キューブ容量�
(集計率60％)

1999-2000�
RDB容量�

データ件数�

150万件�

800件�

10万件�

730件�

7,700万件�

1億3,000万件�

27万件�

3.5GB

・・・�

図2 POS実績分析モデル

ES7000とSQL Server2000による
データウェアハウスの構築

日本ユニシス株式会社
W2Kテクノロジ－センターES技術開発室チーフSE 高橋恭之
Eマーケティング部マーケティング推進室担当課長 松野　健

IT最前線
Windows Data Centerの実現に向けて(5)
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インターネットをビジネスで活用し
ようとする時、考えなければならない
ことの一つにサーバの運用管理を誰に
任せるかという問題がある。
サーバの機器構成やソフトウェアに
詳しい人、稼働させるアプリケーショ
ンを設計した人や市販ソフトに詳しい
人など、きっとうまくやってくれるだ
ろうと思われる社員がいたとしても、
その人達にはもっと活躍してもらうべ
き次のステージが待っている。会社業
務に通じた技術者には、よりビジネス

に即した仕事に取りかかって欲しいも
のである。
このような課題の解決策として

IDC(インターネット･データセンター)
サービスが有効である。サーバを設置
し、インターネットに接続する環境を
持つIDCからファシリティと運用管理
のサービスを受けることで、サーバ環
境構築と運用管理の負担を軽減させ、
社内の技術者がビジネス寄りの課題解
決により多くの時間を使うことができ
る。

日本ユニシス情報システム(UIS)で
は、ビジネスへのインターネット活用
ニーズに対応して、いろいろな形態の
運用管理とサーバ環境構築に関する
サービスを提供している。
サーバの運用管理では、Pingによる
サーバ作動チェックと定期巡回で目視
チェックを行うサーバ監視、障害時の
一次対応を基本に、各種のオプショナ
ル･サービス･メニューを用意してい
る。UISでは設定した内容でサービス
を提供するだけでなく、サービス･メ
ニューを追加したり、打ち合わせの上
で詳細にサービス･メニューと
SLA(サービスレベル保証)を取り決め
ることも選択できる。例えば、セキュ
リティが特に重要な場合には、U-net
ネットワークセキュリティ･サービス
と組み合わせたサーバ環境構築と運用
監視により、セキュリティ重視型の
サービスとすることができる。
IDCのファシリティは、汎用機の

データセンターとして整備された堅牢
さと安全対策を基礎に、インターネッ
ト時代に対応した設備を整えている。
ビルレベルの入退館管理のほか、マシ
ン室への入退室管理機器などのセキュ
リティ･チェック、各種検知機や消火

国内ISP
JPIX ISP�

A社�

ISP�
B社�

NSPIXP-2+

1G＊1

100M＊2

100M＊1

135M

海外ISP

U-netSURF
＊1：3月末完了予定の増強後の値�
＊2：3月末開設予定�

UIS�
ホスティング･サービス�
ハウジング･サービス�
専用エリア�

GWルータ� GWルータ�

スイッチ� スイッチ� スイッチ�

サーバ� サーバ� サーバ�

お客様ネットワーク� お客様ネットワーク�お客様ネットワーク�

受入ルータ／�
　　スイッチ�

受入ルータ／�
　　スイッチ�

受入ルータ／�
　　スイッチ�

インターネット接続構成

設備による防災、災害に耐えるビルの
免震･耐震構造、床やサーバラック、
各機器の地震対策などによって機器や
データが守られている。サーバ機器類
はラックへの収納が主であるが、ラッ
クを使用しない大型機器の設置も行っ
ている。インターネットへの接続では
サーバが扱うデータ量に応じて回線速
度を選択できるようメニューが設定さ
れている。UISでは今後のインター
ネット接続の需要増加を見込んで
IX(インターネット相互接続ポイント)
やISP各社とを結ぶ回線速度の増強、
接続拠点数の拡大工事も続けている。
これらのサービス･メニューとファ
シリティでUISが提供する典型的IDC
サービスである｢ホスティング･サービ
ス｣と｢ハウジング･サービス｣を紹介す
る。 (図)

ホスティングはUISが用意したサー
バでアプリケーションを稼働させる
サービスで、UISのアプリケーション
を利用するタイプと、お客様がアプリ
ケーションを持ち込むタイプの二通り
がある。
UISのアプリケーションを利用する
タイプの典型としては電子メール･
サーバやWebサーバがある。早く安く

インターネットが利用でき、お客様側
のサーバ管理に関する負担も少なくて
済む。
一方、ハウジング･サービスはお客
様の用意したサーバなどの機器をIDC
で預かり運用管理するサービスで、機
器構成もアプリケーションも多種多様

な形で利用されている。
お客様がアプリケーションを用意す
るタイプのホスティング･サービスと、
ハウジング･サービスの場合は、お客
様側にも管理担当者を置く必要がある
が、自由度の高いサーバ環境の構築が
可能である。

UISの提供する各種サーバを利用す
ることにより、お客様が自社でサーバ
を設置･構築するより、低コストで、
かつ容易にインターネットの活用が図
れるサービスである。
＊サーバパーク･サービス
UISが用意したサーバを1社で単独利
用するサービスである。OS以外のす
べてのソフトウェアをお客様が自由に
持ち込むことができる。UISが設置し
たファイアウォールでインターネット
経由のアクセスを制限してサーバを保
護するとともに、サーバ管理者がコン
テンツ入れ替えなどのメンテナンス作
業に利用できるISDN回線を別途用意
している。
サーバパーク･サービスには、UISが
標準に用意したメニューでサービス提
供を行うものと、サーバ構成の変更や
運用管理メニューの追加が可能なサー
ビスがある。
＊マイサーバ･サービス

U-netSURFに設置した共有WWW
サーバを活用して情報発信を行うサー
ビスで、U-netSURFのドメイン名を使
用する。
＊名前deWebサービス
独自のドメイン名での情報発信を、
U-netSURFに設置した共有WWWサー
バを利用して行うサービスである。
＊名前deメールサービス
DNSサーバやメールサーバを持たず
に、独自のドメイン名で電子メールを
利用することができるサービスであ
る。最大100までのPOPユーザIDを利
用することができる。
＊専用線お手軽パック･サービス
名前deWebサービスと名前deメール
サービスを1セットにするとともに、
お客様のLAN環境を専用線でインター
ネットにIP接続するもので、お客様の
ネットワークはU-netSURFの共有ファ
イアウォールで不正アクセスから守ら
れている。

お客様のサーバ機器をお預かりして
運用管理する｢サーバプール･サービ
ス｣は、お客様の要望に合わせた運用
管理サービスの提供を目指している。
そのため、どのようなサービス内容が
求められているかを予め伺い、詳細な
サービス内容と実施方法を明確にする
ところからサービスをスタートさせる。
サービス内容は以下のとおりである。
◆基本サービス

①システムの導入･移行
導入･移行、システム運用･管理につ
いて打ち合わせを行い、規定･手続･手
順の作成や受け入れ準備を行う。
②サーバ･ハウジング
余裕ある空調設備、電源設備を備え
た、サーバプール専用の設置環境を提
供する。
③サーバ運用管理
モニタリングによる稼働監視、障害
一次切り分けと通報･復旧連絡、稼動
実績レポーティングなど、基本的なシ
ステム運用管理を提供する。

④インターネット接続
お客様のサーバをインターネットに
接続する。取り扱うデータ量に応じて
回線速度を選択できる。
◆オプショナル･サービス

お客様のご要望にきめ細かくお応え
するため、以下のサービスを提供して
いる。
＊Webコンテンツの環境セットアップ
＊OSなど基本ソフトウェアのバー
ジョンアップ
＊ファイアウォールの構築･保守
＊アクセスログの分析
＊データバックアップ／外部保管
＊その他

◇
UISではこのほかにもIDCを利用し
たサービスとして、ストリーミング･ビ
デオ･サービス、Webショップ･サービ
ス、電子宅配サービス、オープンEDI
サービスなど、数多くのサービス･メ
ニューを用意してビジネスでのイン
ターネット利用を支援している。

2001年2月1日第478号
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ホスティング･サービス
ハウジング･サービス

日本ユニシス情報システム株式会社
インフォメーションサービス事業部

マーケティング部e-ビジネスマーケティンググループマネジャー 岡村和央

IT最前線
ネットワーク･ソリューション(8)

サーバ管理を誰に任せるか

UISのIDCサービス

ハウジング
U-netサーバプール･サービス

ホスティング
U-netサーバパーク･サービス
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ユニシス・ニュース

2001年2月1日第478号

　ユニシス・ニュースに関する�
ご意見・ご感想をお寄せください。�
また、送付先の変更などのご連絡�
お問い合わせにもご利用ください。�
Eメール unews-box@unisys.co.jp

日本ユニシスは、電力関連資機材を調

達するeマーケットプレイス運営会社と

して新たに設立された(株)ジャパン･

イーマーケット(社長=松阪 晴伸氏 東京

都港区)における eマーケットプレイス

のシステム･インテグレーションと、日

本ユニシスのASP事業｢asaban.com｣

によるシステム運用サービスを全面的に

提供する。

ジャパン･イーマーケットの eマー

ケットプレイスは、電力業界を中心にエ

ネルギー産業界全体の資機材調達価格の

低減や汎用化･標準化の進展を図るべく、

多種多様な物品取引を、インターネット

を活用したオープン市場で行うシステム。

日本ユニシスは、eマーケットプレイ

ス構築のためのソリューション提供とシ

ステム･インテグレーションをはじめ、

システム稼働に必要なハードウェア／ソ

フトウェア･プラットフォームを提供す

る｢kiban＠asaban｣サービス、および

システム運用･保守まで、一貫したトー

タル･サービスをASP形態で提供する。

日本ユニシスは、長年にわたる電力業

界でのシステム･インテグレーション経

験による業務ノウハウとこれまで培った

eビジネスにおけるシステム構築ノウハ

ウをベースに、今回以下のソリューショ

ンをeマーケットプレイス向けに最適化

し提供する。

＊最先端 eマーケットプレイス･ソ

リューションの提供

Commerce One社、および昨年10

月に協業を発表したSAPジャパン社と

提携し、欧米やアジアで広く実績のある

最先端eマーケットプレイス･ソリュー

ションと設計･開発時のデザイン･コラボ

レーションや直接資材の購買、基幹業務

システムとの連携、サプライチェーン･

マネジメントとの連携など、広範囲な e

プロキュアメント･ソリューションとシ

ステム･インテグレーション･サービスを

提供する。

＊ASP形態でのサービス提供

日本ユニシスでは、業界他社に先駆け

てASP事業に参入し、建設業界向け情

報管理サービス｢Project Center｣、｢電

子キャビネットサービス｣をはじめとす

るASPサービスや、eビジネスのための

シ ス テ ム 運 用 サ ー ビ ス ｢ k i b a n

＠asaban｣など、すぐに使用可能な e

ビ ジ ネ ス ･ ソ リ ュ ー シ ョ ン を

｢asaban.com｣事業として提供してお

り、今回の eマーケットプレイス･シス

テムもASP形態でサービス提供する。

ジャパン･イーマーケットは、日本ユ

ニシスへのIT面の業務委託を行うことに

より、 eマーケットプレイスの早期立ち

上げ、および立ち上げに係わる投資コス

トとシステム運用･管理コストの低減が

可能となり、 eマーケットプレイス事業

運営のコア業務に注力し、事業拡大を図

ることが可能となる。

日本ユニシスは、急成長が期待される

大規模Windows市場の拡大のため、本

格的Windowsベースのデータセンタ･

サーバ｢Unisys e-@ction Enterprise

Server ES7000(以下 ES7000)｣を

中心とした各種プラットフォーム製品、お

よびMicrosoft Windows Datacenter プ

ログラム運営のためのサポートサービス

を、新たに協業を結ぶ｢日本ユニシス･ビ

ジネスパートナー｣経由で販売を開始する。

｢日本ユニシス･ビジネスパートナー｣

は、10数社の有力パートナーを中心と

する約30社のパートナーで構成され、

チャネル販売事業は、日本ユニシスが今

年度設立した｢ビジネスパートナー営業

部｣を核として展開し、積極的に販売推進

およびサポート体制の強化を進めていく。

昨年3月に販売を開始したES7000

は、インテル･プロセッサを最大32個ま

で搭載できる世界初のWindowsサーバ

として、すでに国内50社を超える企業

に 採 用 さ れ 、 Windows 2000

Datacenter Serverを組み合わせたシ

ステムは、大規模OLTP、DWH、ERP、

CRM、SCM、Eコマース、サーバ統合、

シンクライアント･サーバ、インター

ネット･データセンターといったミッ

ション･クリティカル分野や集中管理型

業務において、次々と本番稼働を迎えて

いる。

また米国ユニシス社においても、

Compaq Computer Corporation、

｢実践するドットコムビジネス」と題

し、日本ユニシスのシステム･インテグ

レーションによる、Sunプラットフォー

ムを基盤としたドットコムビジネス･ソ

リューションをご紹介します。

◆日時：2001年2月16日(金)

13:00～18:00

事前登録制／参加無料

◆会場：サンケイプラザ

東京都千代田区大手町1-7-2

◆主催：日本ユニシス(株)

サン・マイクロシステムズ(株)

◆内容：モバイル時代におけるビジネス

変革を紹介する基調講演をはじめ、9セッ

ションを開催。さらにAfter5セッショ

ンとして講談師 神田 陽司による講談

｢インターネット忠臣蔵」を予定。

詳細はホームページをご参照ください。

◆セミナー詳細および参加申し込み：

http://esse.eavam.co.jp/usf/

事務局 (03)5410-1447

Eメール usf@esse.eavam.co.jp

Hewlett-Packard Company、Dell

Computer Corporationなどの主要コ

ンピュータ･メーカー各社へES7000の

OEM提供を開始、または発表しており、

エンタープライズIA(インテル･アーキテ

クチャ)サーバとしての業界標準の地位

を確立しつつある。

日本ユニシスは、これらの実績を踏ま

え、ビジネスパートナーの持つ広範囲な

販売網と膨大な各種ソリューションを、

日本ユニシスの持つ高品質、高可用性を

保証するサービスに組み合わせること

で、最適、かつ信頼性の高いシステムを

エンタープライズ市場に提供していく。

日本ユニシスではこの販売ルートを活

用し、｢ESファミリ製品｣の中心となる最大

32wayサーバ製品のES7000、最大

8way/4wayサーバ製品のES5000/

ES2000、そして関連入出力機器、お

よび｢24時間×365日のサポート｣、

｢99.9%以上の稼働保証サービス｣、｢4

時間以内のクイック･レスポンス｣などの

ハードウェアおよびソフトウェア保守

サービスを取扱商品として販売する。ま

た今後需要拡大が予想されるネットワー

ク･ストレージ製品やルータなどネット

ワーク製品の取り扱いも予定している。

ターゲットとするビジネス･モデルと

して、以下の3つを想定している。

①｢商社｣や｢ディストリビュータ｣経由に

よる広範囲な機器･サービス販売モデ

ル

②｢システム･インテグレータ｣による大

規模ソリューションのシステム販売モ

デル

③｢IDC/ASP企業｣とのアウトソーシン

グ･ビジネスにおける協業モデル

また、ビジネスパートナー向けの主な

サービス／サポートとして、以下の4つ

のメニューを提供する。

① ｢W2KCOE(Windows 2000

Center of Excellence)｣内での、

Windows 2000ベース大規模･高信

頼性システムにおけるアプリケーション

構築･適用技術の｢検証サービス｣

②コンサルティング･サービス、統合セ

キュリティ･サービス、付帯設備サー

ビス、ヘルプデスク･サービス、シス

テム運用サービス、アウトソーシン

グ･サービス、ASPサービスなど多種多

彩な｢システム構築･運用サービス｣

③各種ソリューション提供のための技術

習得コース･サービスや教育システム

の教材提供などの｢教育サービス｣

④事例紹介、各種セミナーの共同開催、

同行セールスなどの｢営業･マーケティ

ング･サポート｣

◇

http://www.unisys.co.jp/bizexpress/

Eメール bizexpress-box@unisys.co.jp

ジャパン･イーマーケットが運営する

eマーケットプレイスのシステム･インテグレーションを全面受託
ASPでシステムを提供

セミナー案内
UNISYS & Sun Internet Business Forum 2001

｢Unisys e-@ction Enterprise Server ES7000｣など
大規模Windowsサーバを中心とした

プラットフォーム製品のチャネル販売を開始

＊発行：(株)コンピュータエージ社

＊定価：2,100円

＊著者：U＆E研究会 妹尾 稔(名古屋

商科大学 経営情報学科 教授)、前田

耕一(日本ユニシスESビジネス推進

部)ほか

新刊紹介

｢SE育成読本｣第四版

情報処理技

術者を目指す

人や学生、新

社会人はもと

より、IT革命

を理解したい

人のための格

好の入門書と

してベストセ

ラーを続けています。このたび第四

版が発行されました。
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すかいらーくは昨春、食材･備品な
どの調達やサプライヤからの提案受付
をインターネット経由に切り替える方
針を打ち出した。購買部 執行役員マ
ネジャー　井上　真氏は、｢より安く、
より品質の良い食材を調達し、最終的
にお客様にポピュラーな価格で美味し
い物を提供していくことが我々に課せ
られた使命である。価格の3分の1を占
める材料費の仕入れコストをいかに低
減させるかが大きな命題であり、この
ためには、サプライヤ同士の適正な競
争環境を作っていくことがコスト低減
や品質向上につながると認識してい
る。その実現手段として、リバース･

的な提案もインターネット経由で受け
付け、新メニューの開発など食文化の
創出に供していく｣と語っている。

オークション形式の
インターネットによ
る調達環境を構築す
ることとした。また、
サプライヤからの食
材などに関する積極

基本方針のもと、グローバルに開かれ
た調達システムの実現を目指している。
＊オープンかつ透明で公平な競争の機
会を提供する
＊品質、価格、納期、安定供給および
環境への配慮から総合的かつ公平な
評価により調達する
＊サプライヤと相互の利益ある関係を
樹立し、維持する
＊契約上の義務を誠実に履行し、各国
の法令および健全な商習慣に従い取
引を行う

リバース･オークション画面例

B2Skylarkシステムは、業者選定、
買付交渉、契約までをシステム化し、
日々の受発注処理、支払処理は既存シ
ステムとのインタフェース開発にとど
め、早期稼働を最優先として昨年7月

B2Skylarkシステムは以下のアーキ
テクチャ要件を満たすシステムを目指
して開発された。
＊高いブランド･イメージを維持する
ため、信頼性、セキュリティを確保
＊対象拡大による導入効果促進のた
め、拡張性、スケーラビリティ、参
入容易性の確保
＊導入･開発効率化を図るため、汎用
性･コンポーネント利用性の高い開
発言語の採用、導入容易性のある汎
用データベースなどの活用
こうした要件に対して、Webアプリ
ケーション･サーバに｢WebLogic
Server｣を、また、会員、取引先、カ
タログなどの登録／検索およびユーザ
権限設定にパッケージとして
｢Commerce Center6.3｣を採用し、さら
にリバース･オークション／提案受付
のためのモジュールを日本ユニシスが
独自に開発した。この追加機能によっ
て、入札／提案内容公開、商品情報登
録／変更／削除、入札、応札、落札、
提案受付機能を可能としている。
なお、B2Skylarkシステムは、日本
ユニシスのアウトソーシング･セン
ターで運用されている。

｢昨年11月6日から約100品目を対象
にスタートし、2001年1月現在での実

今後は、運用状況を見極めながら第
二次システム開発を進める一方、海外
調達も視野に本年中には稼働率を50％

に高め、来年12月
の100％フル稼働
時には、物流シス
テムやマーチャン
ダイジングの計画
も含め、調達コス
ト年間100億円削
減を目指す(シス
テム開発室 執行
役員マネジャー
高鳥耕一氏)｣とし
ている。

施オークション
数は270件(97品
目)、登録者数
400社(うち新規
登録数300社)に
のぼり、順調な
滑り出しである。

発行日本ユニシス株式会社広報部広報室　〒135-8560 東京都江東区豊洲1-1-1 (03)5546-4111 発行人山下宗久　編集人武井　浩　制作ピー･アールセブン　発行日 2001年２月１日　ISSN 0915-051X

2001年2月1日 第478号
＊社外からの寄稿や発言内容は、必ずしも弊社の見解を表明しているわけではありません。＊本紙記載の社名、製品名、およびシステム名は各社の登録商標または商標です。＊掲載記事の無断転載を禁じます。

すかいらーく

すかいらーくは、現在約2,000社から購入している食材、備品など(約5,000

品目)について、インターネットを利用した入札で調達する企業間電子商取

引(B to B)｢B2Skylarkシステム｣を構築、昨年11月から運用開始した。このシ

ステムは、ネット上で幅広く納入業者を公募するとともに、業者からの提案

の受付･調達も行い、既存の取引形態を革新するものである。同社では、

2002年12月期のフル稼働時で、年間100億円のコスト削減効果が期待できる

としている。

◆“あらゆるカテゴリーで食のエンター
テイメントを提供する”ファミリー･
レストランの最大手。｢すかいらーく｣
店をはじめ、洋食の｢ガスト｣、中華の
｢バーミヤン｣、和食の｢夢庵｣を中核に
全国1,750店舗を構える。

■株式会社すかいらーく　http://www.skylark.co.jp/
◆所在地＝東京都武蔵野市西久保1-25-8
◆代表者＝伊東康孝社長
◆売上高＝1,960億円(99年12月期)
◆店舗数＝1,750店(2000年7月)
◆従業員数＝4,192人

食材などをインターネットで調達
｢B2Skylarkシステム｣の運用を開始

www.b2skylark.com

流通ソリューション

UN

るところから、
プロジェクトを
トップ直轄に位
置づけて、迅速
なデシジョンの
もと、まずはシ
ステム運用を最

B2Skylarkシステムは、リバース･
オークションによる食材、雑貨、消耗
品から店舗建築までの調達をメイン機
能とし、その仕組みは以下のとおりで
ある。 (図)

①入札スケジュール、入札内容など購
入情報を公開する。
②仕入れ業者は、会員登録を行い、応
札する。
③応札に対し、コスト、品質、与信な
どを勘案し落札選定を行う。選定は
コスト･品質を最優先して行い、素
材によってはサンプル品の確認、最
終製品に加工する同社加工工場での
検証、納品先の現地工場の確認や産
地の視察などを行う。審査には、応
札締め切り後2～3週間をあてている。
④落札選定し、落札通知をメールする。
B2Skylarkシステムでは、リバース･
オークションに加え、例えば、｢季節

優先とし、業務関係は運用しながら対
応していくこととした(購買部B2B担
当　榎本勝美氏)｣。
7月からフューチャーシステムコン
サルティング社を開発パートナーに、
実施計画の策定、パッケージおよび開
発ベンダの選定を行った。
開発ベンダには、納期の要求、実現
可能性、コスト面での最高レベルの提
案内容と、リバース･オークションに
すでに十分な理解をもち、モデル開発
にも先行していたことなどから、日本
ユニシスが選定された。
9月に設計･開発に着手し、テストを
含め2カ月後の11月6日から、予定通り
運用を開始した。

にプロジェクトを発足、11月稼働を命
題とした。
｢システム開発に当たっては、“Eビ
ジネスの世界はスピードが勝負”であ

競争環境の構築で調達コストの低減
を目指す

国
内
外
の
仕
入
先
業
者�

す
か
い
ら
ー
く�

入札内容の参照� 入札内容の登録�

現地への調査�

落札選定�

契約�

応札入力(交渉)

アウトビット通知メール�

サンプル品の送付�

落札通知メール�

リバース･オークション機能�

買情報の公開�

商談�

落札�

入札スケジュールの告知�

入札内容の公開�

応札�

落札�

選定(コスト･品質･与信)

リバース･オークションの機能図

グローバルに開かれた調達システム

開発期間2カ月の早期稼働を達成

システムの概要

の果物｣、｢秋の味覚｣など、オーク
ションよりも簡便な手続きで、国内外
の仕入先からの提案を受け付ける。提
案の受付後は、担当者との個別交渉に
なる。

システム構成

フル稼働時で100億円の
調達コスト削減

B2Skylarkシステムは、以下の調達の

高鳥耕一氏

榎本勝美氏
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